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第１章 緒論 
 
1.1 本研究の背景 
1.1.1 コンクリート構造物の耐久性 
 我が国において，高度経済成長期以降，公共構造物である土木･建築構造物の建設が急速に
進められてきた。社会基盤構造物の多くは，コンクリート，鉄筋コンクリート，プレストレ
ストコンクリートで構成されている。コンクリート構造部材の使用性や，安全性を確保する
ために，力学的特性に加えて耐久性の照査が非常に重要である。土木学会コンクリート標準
示方書[設計編][1]では，コンクリートの耐久性は以下のように定義される。 
 想定される作用のもとで，構造物中の材料の劣化により生じる性能の経済的な低下に対し
て構造物が有する抵抗性であり，設計耐用期間にわたり安全性，使用性，復旧性の要求性能
を満足するように設定しなければならない。我が国の有する土木構造物のストックの多くが，
高度経済成長期に建設されたものであり，現在，建設後 50年経過する時期に達している[2]。 
図1.1は，建設年度別橋梁数を示したものである。我が国の道路橋は，全国で約 70万橋。こ
のうち建設後 50 年を超えた橋梁（2ｍ以上）の割合は，現在は 18％であるが，10 年後には
43％，20年後には 67％へと増加することがわかる。また，図1.2は，建設年度別トンネル数
を示したものである。全国のトンネル数は約 1万本。このうち，建設後 50年を超えたトンネ
ルの割合は，現在は 20％であるが，10年後には 34％，20年後には 50％と増加することがわ
かる。ここでは，橋梁とトンネルを例として挙げたが，このような傾向は土木構造物全体に
共通するものである。そのため，現在はこれらの高齢化した土木構造物のストックに対して
要求性能を満足するように，適切に維持管理を行うことが重要である。 
 以上のことより国土交通省は，平成 25年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け，国
土交通省を挙げて老朽化対策に取り組むための体制として，平成 25年 10月には，「インフラ
長寿命化基本計画」が決定され全国のあらゆるインフラについて，老朽化対策を実施するた 
 
 
図1.1 建設年度別橋梁数[3] 
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図1.2 建設年度別トンネル数[3] 
 
めインフラ管理者が行動計画を作成することが規定された。 
 
1.1.2 コンクリート構造物の劣化現象 
 （１）塩害 
 コンクリート構造物の塩害とは，一般に，塩化物イオン(Cl－)を含まない健全なコンクリー
ト中の間隙水は pH値が 12程度以上の強アルカリ性を示すため，鋼の腐食速度が最も低下し
（図 1.3［4］），化学的に安定する（図1.4[5]）。しかし，塩化物イオンが存在する場合，式（1.1）
に示すアノード反応を促進し，腐食速度が大幅に加速される。その結果，式（1.1）と式（1.2）
からなる腐食メカニズが形成され,コンクリート中で鉄筋の腐食が加速される。 
 
       アノード反応： -+ +® eFeFe 22   (1.1) 
       カソード反応： -- ®++ OHeOHO 22
2
1
22   (1.2) 
 図1.3 鋼の腐食速度とpH [4]       図1.4 鉄筋腐食メカニズム[5] 
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図1.5 塩害劣化の進行過程[6] 
 
 また，コンクリート中の鋼材の腐食が塩化物イオンの存在により促進される現象である。
腐食生成物の体積膨張がかぶりコンクリートのひび割れや剥離を引き起こしたり，鋼材の断
面減少などをともなうことにより，構造物あるいは部材の性能低下，機能低下が生じる。こ
のような劣化を促進する塩化物イオンは，海水，凍結防止剤，融雪剤のように構造物の外部
環境から供給される場合がある。 
 塩害は，図 1.5に示すように鋼材の腐食が開始するまでの潜伏期，腐食開始から腐食ひび
割れ発生までの進展期，腐食ひび割れの影響で腐食速度が大幅に増加する加速期，および鋼
材の大幅な断面減少などが起こる劣化期という過程に分けて考えるとわかりやすい。 
  
（２）アルカリシリカ反応（ASR） 
 ASRとは，ある種のシリカ鉱物を含有する骨材は，コンクリートの空隙内のアルカリ性の
水溶液（細孔溶液は NaOH および KOH を主成分とし，pH 値が 13 以上になる）との化学反
応により，アルカリシリカゲルを生成する。骨材の周囲に生成したアルカリシリカゲルは空
隙内の水を吸水し，コンクリートに異常な膨張およびひび割れを発生させる。これが，ASR
と呼ばれる現象である。 
 写真1.1はASRが発生したコンクリートから採取したコアより作製した薄片試料の蛍光顕
微鏡観察の結果である。この写真より，ASRが発生したコンクリートでは反応性骨材の内部
およびその周囲のセメントペーストに微視的なひび割れが多数存在していることが観察でき
る。ASRが時間の経過にともなって進行すると，反応性骨材の周囲に発生した微視的なひび
割れが進展し，コンクリート構造物に巨視的なひび割れが発生する。したがって，ASRの影
響を受けたコンクリート構造物の劣化現象を理解するには，非破壊検査手法の弾性波法を用 
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写真1.1 ASRが発生したコンクリートの蛍光顕微鏡写真[7] 
 
いてコンクリート表面に発生する巨視的なひび割れだけでなく，内部に発生する微視的なひ 
び割れの存在にも着目する必要がある。ASRは，外観の変状は性能評価のための有力な情報
となり得る。ASRによって性能低下が生じた構造物の外観上の劣化状態は，表1.2に示すと
おりである。 
 
表1.2 ASRによる劣化過程と劣化状態[8] 
劣化過程 劣化の状態 
潜伏期 ASRによる膨張およびそれに伴うひび割れがまだ発生せず，外観上の変状が見
られない。 
進展期 水分とアルカリ供給下において膨張が継続的に進行し，ひび割れが発生し，変
色，アルカリシリカゲルの滲出が見られる。しかし，鋼材腐食によるさび汁は
見られない。 
加速期 ASRによる膨張速度が最大を示す段階で，ひび割れが進展し，ひび割れの幅お
よび密度が増大する。また，鋼材腐食によるさび汁が見られる場合もある。 
劣化期 ひび割れの幅および密度がさらに増大し，段差，ずれや，かぶりの部分的な剥
離・剥落が発生する。鋼材腐食が進行しさび汁が見られる。外力の影響による
ひび割れや鋼材の損傷が見られる場合もある。変位・変形が大きくなる。 
 
 さらに，塩害と ASRが複合した劣化現象があることも知られている[9]。複合劣化機構とし
ては，ASRにより発生した巨視的および微視的なひび割れによって塩化物イオン(以下 Cl－と
称す)の通り道になり，Cl－のコンクリート内部への拡散を著しく増大させるので，塩害によ
る鉄筋腐食を促進させることになる。一方，ASRが発生するには，反応性骨材の存在ととも
に，十分な水分とアルカリが存在することが条件となる。このうち，コンクリートのアルカ
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リはセメントに含有される硫酸アルカリ(Na2SO4おとび K2SO4)に由来するものである。しか
し，外部から供給されるアルカリの影響も重要である。海水の影響を受けるコンクリートや
海砂，海砂利を使用したコンクリートで ASRが促進される問題が指摘されている[10]。また，
最近では，寒冷地にて凍結防止剤（塩化ナトリウム）の使用量が増大しており，凍結防止剤
が散布された道路構造物でのASRと塩害による鉄筋腐食の発生の問題がより重要になってき
ている[11]。一方で，ASRにより生成したアルカリシリカゲルが鉄筋周囲に保護皮膜を形成
するため，鉄筋の腐食を抑制するという報告もある[12]。わが国での反応性骨材の分布状況を
見てみると，反応性骨材には安山岩，流紋岩などの火山岩種のものと，チャート，硬質砂石
などの堆積岩種のものがあり，両者ともに全国的に幅広く分布していることが最近の調査に
より分かってきた[7]。複合劣化の生じる可能性のある地域的として ASRによる構造物の損傷
が報告されている地域と凍結防止剤や飛来塩分などによる塩害劣化が重複している地域の構
造物に複合劣化の可能性が大きくなる。 
 
1.1.3 コンクリート構造物の補修，補強工法 
 劣化したコンクリート構造物の補修工法には多くの種類があるが，代表的なものを挙げる
と図1.6[13]に示すとおりである。比較的古くから用いられ適用実績の多いものには，表面 
被覆工法や断面修復工法があるが，劣化状況によっては補修効果が小さく再劣化の可能性が
あることから，近年注目されているのが電気化学的補修工法である。電気化学的補修は，コ
ンクリート中の鋼材を陰極とし，コンクリート表面やコンクリート外に陽極として，直流電
流を供給する方法であり，①電気防食工法，②脱塩工法（デサリネーション），③再アルカリ
化工法（リアルカリゼーション），④電着工法の 4種類が開発されている。 
 電気防食工法[14]は，外部電流によりコンクリート中の鋼材が有するアノード部とカソード
部をカソードだけとなるような状態に強制的に変化させることにより，コンクリート中の鋼
材の電位を実質的に腐食しない領域までシフトさせる工法であり，供用期間中通電を継続す
る工法である。通常，コンクリート表面積当たり 10～100mA/m2 を供給する。脱塩工法[15]
は，コンクリート中に存在する Cl－を電気泳動によりコンクリート表面外へ移動させる工法
である。通常は 1A/m2程度の電流を 1～2ヶ月間程度供給する。また、再アルカリ化工法[16]，
[17]は，中性化したコンクリートのアルカリ回復を目的とし，大気中の CO2 による影響を受
け難く，かつ，pH値の安定性が良好なアルカリ金属の炭酸塩(Na2CO3など)をコンクリート中
に電気浸透させるとともに，鉄筋周辺に OH－を生成させる工法である。通常は 1A/m2程度の
電流を 1週間程度供給する。電着工法[18]は，海洋中の構造物を対象とした工法であり，海水
中に溶存している Ca2＋，Mg2＋をコンクリート表面に電気泳動し，Ca(OH)2やMg(OH)2の無機
質電着層をコンクリートのひびわれや表面に析出させることにより，Cl－の浸入を防止する。
通常は 0.7A/m2程度の電流を 3ヶ月間程度供給する。 
 電気防食工法は，供用期間中通電し続けなければならず、その間の陽極材料や陽極設備等 
のシステムの安定性が耐久性の限界となる。また、供用期間中の防食効果 (＝電位シフト)
の管理が重要であり，補修後のモニタリングが必要となる。電着工法，再アルカリ化工法， 
6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1.6 主な補修工法の種類[13] 
 
脱塩工法は，いずれも限定された期間(1週～3ヶ月間)だけ直流電流を供給し，通電終了後，
陽極材料等のシステムを取り外すために，システムの耐久性は問題とならない。また，補修
後のモニタリングも原則として不必要であるので，通常の維持管理方法で良いという利点が
ある。 
 ひび割れ補修工法は，防水性，耐久性を向上させる目的で行われる工法であり，ひび割れ
の発生原因，発生状況，ひび割れ幅の大小，ひび割れの変動大小，鋼材の腐食の有無などに
よって単独あるいは組み合わせて使い分けなければならない[13]。 
 断面修復工法は，コンクリート構造物が劣化により元の断面を喪失した場合の修復や，中
性化，塩化物イオンなどの劣化因子を含むかぶりコンクリートを撤去した場合の断面修復を
目的とした補修工法である[13]。 
 含浸材塗布工法は，構造物の外見を変えることなく，比較的簡便に短期間に施工できると
いう特徴がある。コンクリート表面に含浸材を塗布することによって，コンクリート表層部
の組織の改質，コンクリート表層部への特殊な機能の付与などを実現させ，構造物の耐久性
を向上させる工法である[13]。 
 剝落防止工法は，部材（構造物）からコンクリート片や外壁材等が剝落することを防止す
ることを目的とした工法であり，直接ひび割れを補修する工法ではないが，コンクリートの
劣化などによる第三者被害を防止する際に適用される[13]。 
 表面被覆工法は，コンクリート構造物の表面を樹脂系やポリマーセメント系の材料で被覆
することにより，水分，炭酸ガス，酸素および塩分などを遮断して，劣化進行を抑制し，構
造物の耐久性を向上させる工法である。表面被覆材は適用構造物の環境条件や劣化形態の違
いに応じた各種材料を使い分けることが重要である。劣化形態による要求性能は，塩害では
防水性，柔軟性，遮塩性，アルカリシリカ反応では，防水性，柔軟性，遮塩性，透湿性であ
る。最近の調査では、北陸地方の ASR損傷コンクリート橋脚の多くは，20年経過した後でも
残留膨張性があることが示されている。これらの構造物では，ひび割れ追従性に優れた，耐
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候性のある表面被覆材を選定することが肝要である。適切な表面被覆材の選定とともに，補
修の施工期間（雨期や冬季を避ける）やコンクリートの水抜き処理（橋台）も非常に重要で
あり，これらが適切でないと，短期間で塗装の割れや水膨れが発生している事例が多いこと
に留意すべきと報告している[19]。 
 PC 鋼材巻き立てによる補強は，凍結防止剤の影響を受けた ASR 損傷コンクリート橋脚の
事例では，塩化物イオンの浸透していた側面は，軸方向鉄筋の裏側まではつり取り，鉄筋に
は防錆処置としてフェノール系樹脂防錆剤を塗布した。事前調査により，コンクリート橋脚
には ASRによる残留膨張性が確認されていたので，路面排水の改良を行うとともに，プレス
トレスによる ASR ひび割れの拘束効果と橋脚の耐震性の向上を目的として実施されている。
高強度の PC鋼材を使用することで横拘束効果を高め，じん性を大きくすることができ，鉄筋
コンクリート補強工法と比べて少ない鉄筋量，小さい断面での補強が可能となった[20]。 
  
1.2 本研究の目的 
 1.1で述べたように，社会基盤の中核をなすコンクリート構造物のうち劣化が顕在化すると
予想される維持管理が必要となる構造物が急激に多くなることは深刻な問題であるが，適切
な対策や維持管理を実施するためには劣化メカニズムの解明が必須条件となる。塩害や ASR
などの主要な劣化要因に対する各々のメカニズムの研究が進む中，複数の劣化機構が複合的
に作用する場合については不明な点が多いのが現状である。 
 本研究では，凍結防止剤の散布地域などで深刻化する塩害と ASRの複合劣化に着目し，複
合劣化メカニズムの解明を目的として実験的検討を行う。また，塩害と ASRの複合劣化に対
する効果的な補修工法として，ASRの抑制効果が確認されているリチウムイオンを電気化学
的にコンクリート中に供給する補修工法を検討し，適切な通電条件の決定，補修効果を評価
し，最終的には，複合劣化機構を考慮した効果的な補修工法の提案を行うことを目的とする。 
 
1.3 本論文の構成 
 本論文は，塩害と ASRの複合劣化を受けたコンクリート構造物の劣化機構の解明と，リチ
ウムイオンを電気化学的に供給する補修工法の適用性に関して行われた一連の研究結果をま
とめたものであり，結論を含めて全 7章の構成になっている。以下に各章の概要を述べる。 
 第１章においては，本研究の背景について述べ，高齢化した土木構造物の維持管理の重要
性，コンクリートの劣化現象として塩害，アルカリシリカ反応，それらが複合した劣化現象
について概略を述べるとともに，コンクリート構造物の補修，補強工法として主に電気化学
的補修工法，その他の補修工法，PC鋼材巻き立てによる補強の概要を説明する。また，本研
究の目的と論文構成を記す。 
 第２章においては，塩害と ASR の複合劣化機構，リチウムによる ASR 膨張抑制効果，電
気化学的手法による Li＋の浸透に関して既往の研究結果を整理する。 
 第３章においては，塩害と ASRの複合劣化機構の検討について，普通骨材と反応性骨材を
それぞれ用いて作製した供試体を塩水に浸漬したものを外来アルカリ供給型として扱い，コ
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ンクリート打設時に NaClを添加したものを内在アルカリ供給型として，各々の複合劣化機構
を比較検討する。 
 第４章においては，塩害と ASRの複合劣化コンクリート構造物に対する電気化学的補修工
法の適用として，各種リチウム塩溶液の通電効果や，リチウム塩の組合わせに関する通電検
討，複合劣化後の通電に関する検討を行う。 
 第５章においては，塩害と ASRの複合劣化を受けている現実のコンクリート構造物にリチ
ウムイオンを電気化学的に供給する補修工法を適用し，通電の処理条件とその結果について
検討を加え，電気化学的補修工法の適用の妥当性について検討する。 
 第６章においては，第３章，第４章で得られた結果をもとに，塩害と ASRの複合劣化機構
を考慮した電気化学的補修工法の設計手法を提案する。 
 第７章においては，本研究で得られた結論，今後の課題と期待について述べる。 
 以上の本論文構成のフローチャートを図1.7に示す。 
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 図1.7 本論文構成 フローチャート 
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○各種リチウム塩溶液の通電効果 
○リチウム塩の組み合わせに関する検討 
○複合劣化状後の通電に関する検討 
 第５章 塩害とASRの複合劣化実構造物
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○本研究の背景，本研究の目的 
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○電気化学的手法によるLi＋の浸透 
 第６章 塩害とASRの複合劣化機構を考慮 
した電気化学的補修工法の設計手法の提案 
第１章 緒論 
○リチウムによるASR抑制効果 
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第２章 既往の研究 
 
2.1 はじめに 
 塩害と ASRはそれぞれ単独で深刻なコンクリート構造物の劣化形態であるが，これらが複
合した劣化現象についても報告されている。例えば，海洋環境にある構造物では海水中の
NaCl により，塩害を促進する Cl－のみならず，ASR を引き起こす Na＋も多量に供給される。
凍結防止剤が多量に散布される寒冷地においても同様の状況が考えられ，このような構造物
が反応性骨材を含有する場合，塩害と ASRの複合劣化となる場合がある。ただし，その複合
劣化機構は複雑であり解明が強く望まれている。 
 本章では，塩害と ASR の複合劣化機構，リチウムによる ASR 抑制効果，電気化学的手法
による Li＋浸透に対して既往の研究結果について整理する。 
 
 
2.2 塩害とASRの複合劣化機構 
2.2.1 凍結防止剤による複合劣化 
 わが国で使用されている凍結防止剤としては，塩化ナトリウム，塩化カルシウム，カルシ
ウムマグネシウムアセテート(CMA)，尿素などがあるが，それらの価格と効果との関係から，
使用実績のほとんどは塩化ナトリウムおよび塩化カルシウムである。これらの凍結防止剤の 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 写真2.1 凍結防止剤の影響を受けた     写真2.2 凍結防止剤の影響を受けた 
     ASR損傷橋脚の劣化状況[3]  ASR損傷橋台の劣化状況[3] 
 
中で塩化ナトリウムは ASRを促進することが知られている。凍結防止剤の影響を受けた ASR 
損傷橋脚および橋台の劣化状況を写真 2.1および写真 2.2に示す。凍結防止剤がジョイント
部より流れた橋脚の側面では，表面の変色およびスケーリングの発生とともに，主鉄筋に沿
った数 mm幅の ASRによるひび割れが発生し，それらをつなぐように網目状のひび割れが発
達していた。また，橋脚より採取したコアの圧縮強度試験では，図 2.1に示すように弾性係
数/圧縮強度比が健全なコンクリートの半分以下となり，凍結防止剤の影響を受けた側面では
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ASRによる損傷の度合がより大きいことが確認された[1]。 
 川村らは，外部から浸入する塩化ナト
リウムが ASR を促進する機構に関して，
(a)塩化ナトリウムの浸入によりコンクリ
ート中の水酸化物イオンが上昇する，(b)
塩化物イオン自身がアルカリシリカ反応
を促進する，の２点が報告されている[2]。
このことに関連して，コンクリート中の
水酸化物イオンの上昇はフリーデル氏塩
の生成との関係で，使用したセメントの
C3A および石膏の含有量と密接な関係が
あり，塩化物イオンを含有するエトリン
ガイトまたはモノサルフェート水和物の 
生成が膨張の一部に関与しているとの指 
摘もある[2]。 
           
2.2.2 複合劣化が鉄筋腐食に与える影響 
 ASRにより生じたひび割れは，塩分，炭酸ガス，酸素，水分がコンクリート内部への浸入
する原因となるので，鉄筋腐食が促進されることが懸念されている。また，コンクリート中
で ASRが進行すると，アルカリ性が低下する（細孔溶液中の OH－イオンが ASRにより消費
される）ので，鉄筋腐食が細孔溶液中の Cl－/OH－比により決定されるとすると，塩化物イオ
ンが存在する時にはASRによりコンクリート内部の鉄筋の腐食が促進される可能性があると
報告されている[3]。 
 写真 2.1および写真 2.2に示すように，熊谷らは ASR が発生したコンクリート橋脚では，
凍結防止剤として散布された塩化ナトリウムの影響でASRが梁全体で促進されているととも
に，梁の端部だけでなく中央部でも鉄筋腐食が発生しており，鉄筋の腐食によるかぶりコン
クリートの剝落が観察されたと報告されている[4]。 
 一方，川村らは，ASRによる損傷が認められたコンクリート構造物でも，塩化物イオンが
含まれていないか，または塩化物イオンが含まれていても，その値が 1～2kg/m3 程度と比較
的少ない時には，ひび割れが鉄筋に達している場合でもコンクリート中の鉄筋は腐食してい
ないことも多く，これは，高いアルカリ性を持つアルカリシリカゲルによる鉄筋の保護作用
(アルカリシリカゲルの緩衝作用により鉄筋の不動態が再生される)によるものと報告されて
いる[5]。 
 羽渕らは，反応性骨材を使用した鉄筋コンクリート供試体を塩水噴霧，乾湿繰返しおよび
湿気槽環境の３条件下に暴露し，ASR膨張の進行状況と鉄筋の電気化学的特性との関係につ
いて実験的検討を行った。その結果，外来塩分・内在塩分に関わらず，鉄筋位置で最大 3kg/m3
程度の Cl－が存在しても，ASRゲルの緩衝作用により鉄筋が不動態化される可能性を示した。
図 2.1 凍結防止剤の影響を受けた ASR
損傷コンクリート橋脚の圧縮強度と弾性
係数の関係[3] 
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ASR の生じたコンクリート中の鉄筋腐食は，Cl－の浸透による不動態被膜の破壊，外部から
浸透する NaClは C3A，Ca(OH)2との反応でのフリーデル氏塩の生成により Ca(OH)2の消失な
どが促進要因として挙げられる一方で，ASRゲルによる鉄筋の不動態化や，セメントの水和
反応によりコンクリート組織の緻密化による物質移動の鈍化が抑制要因となり，これらが複
雑に関与していると報告されている[6]。 
 また，羽淵らは ASRの生じたコンクリート中の鉄筋に対しても，電気化学的手法による腐
食評価は有効であったことを報告されている[6]。 
 
2.2.3 耐荷性能 
 塩害と ASRとの複合劣化作用が，コンク
リート構造物の耐荷性能に与える影響は，
鉄筋の腐食速度の加速および ASRによるコ
ンクリート中の微細なひび割れの発生の観
点からは，図 2.2のような損傷形態になる
と報告されている[3]。しかしながら，ASR
によって発生するひび割れは内的な膨張性
のものであり，コンクリート中の鉄筋によ
って膨張ひずみが拘束され，コンクリート
断面にはケミカルプレストレスが作用する。
したがって耐荷性能の評価も他の複合劣化
現象に比べて非常に複雑にあると思われる。
ASR によるケミカルプレストレスの構造物
の性能に与える影響は，部材の剛性や終局
耐力が増加するとした研究事例[7]や降伏曲
げモーメントは低下するが，終局耐力は損
傷と関係しない研究事例などいろいろなケ
ースがあるようである[8]。 
 これは，各研究におけるひび割れ幅の大
きさ，ASR による損傷の程度の違いが大き
な要因と考えられる。ASR の損傷が著しい
場合には，その膨張により鉄筋が破断する
こともあり，この現象は特に曲げ加工部に
発生する可能性が高いとの知見もある。こ    
のように鉄筋破断が生じた場合には，定着 
部が破壊したことに等しく著しい耐荷性能 
の低下につながることが予想される。   
 
図2.2 耐荷性能低下概念図[3] 
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2.3 リチウムによるASR抑制効果                                                   
2.3.1 リチウムイオン（以下Li＋と示す）によるASR膨張抑制メカニズム 
 Li+のアルカリシリカゲルの膨張抑制メカニズムを図2.3に示す[9]。図2.3のようにアルカ
リシリカゲル(Na₂O・nSiO₂)に Li＋が供給されることによって，水に対する溶解性，吸水性を
持たない Liモノシリケート(Li₂・SiO₂)または Liジシリケート(Li₂・2SiO₂)に置換され，アル
カリシリカゲルが非膨張化されると考えられている。これらを反応式で表すと(2.1)，(2.2)式
のようになる。 
「アルカリ・シリカゲルの吸水膨張」 
Na₂O・nSiO₂＋mH₂O       Na₂O・nSiO₂・mH₂O    （2.1） 
 
「リチウムイオンによるゲルの非膨張化」 
Na₂O・nSiO₂      Li₂・xSiO₂    (2.2) 
        
      Li＋ 
X.Feng[10]らによると ASRによる膨張に対する LiNO3の抑制効果は，Li-Si結晶の層が反応
性 SiO2粒子の表面に密着して形成され，これが反応性の骨材粒子をさらにアルカリに侵蝕さ
れることを防ぐ拡散障壁または保護層となり，さらに CaO/SiO2比が 0.2未満で，従来の ASR
ゲルよりもゲル構造が高密度で，骨材粒子との結合が強く，移動性が低いリチウム含有低カ
ルシウム ASRゲル生成物が生成すること。また，Li-Si結晶の生成は不可欠であり，Li-Ca-Na-Si
ゲルの生成は不可避である。 
図2.4に示すように，このような 2段階を経て Li-Si結晶が枠組みとなり，ゲルがその隙間
を埋める形態か，Li-Si結晶が土台となって反応性骨材表面の全体を隙間なく覆い，ゲルがそ
のような結晶粒子の上に存在する形態の高密度な土台が形成される。 
このため，反応生成物に十分な厚みがあれば，OH－イオンがこの拡散障壁を通過することが
いっそう困難になる。その結果，アルカリシリカ反応およびそれが引き起こす膨張が完全に 
 
 
 
 
 
 図2.3 Li＋によるASR抑制メカニズム[9] 図2.4 反応性骨材とLi＋の反応概念図[10] 
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抑制される。Li含有低カルシウム ASRゲルの構造が高密度で堅いため，周囲のペーストから
水分を吸収する可能性が低く，それが非膨張特性につながると報告されている。 
 
2.3.2 各種リチウム（以下Liと示す）塩によるASR膨張抑制効果                         
 Li塩の添加による ASR膨張抑制効果に関する実験的検討は，1950年頃Macoyらが報告[11]
されている。Macoy らはパイレックスガラスを反応性骨材として，モルタルバーの膨張試験
を行っている。その結果の一部を表2.1に示す。             
 
       表2.1 各種リチウム塩を添加したモルタルバーの膨張率経時変化 
添加物
質 
添加率
（％） 
膨張率（％） 無添加に対する膨張減少率（％） 
2週 4週 6週 8週 2週 4週 6週 8週 
LiCl 0.5 0.074 0.258 0.328 0.355 75 43 34 34 
1.0 0.031 0.042 0.049 0.063 90 91 90 88 
Li2CO3 0.5 0.032 0.144 0.166 0.202 89 68 67 62 
1.0 0.018 0.026 0.034 0.049 94 94 93 91 
LiF 0.5 0.024 0.036 0.056 0.094 92 92 89 92 
1.0 0.008 0.006 0.009 0.009 97 99 98 98 
Li2SiO3 1.0 0.036 0.094 0.160 0.177 88 80 68 67 
LiNO3 1.0 0.056 0.130 0.344 0.428 81 72 31 20 
  
 なお，セメントは高アルカリセメン 
ト（R2O＝1.15％）を用いている。これ 
より，添加物質の種類や，添加率の違い 
による差は見られるものの，すべての場 
合で，無添加の場合よりも膨張率が減少 
していることがわかる。上田らは，3種 
類の Li 塩，LiOH，LiNO3，LiNO2を添
加した反応性骨材含有モルタル供試体 
について，ASRによる膨張挙動，細孔 
溶液中のイオン組成の変化から各種 Li
塩による ASR 膨張抑制効果を検討して
いる。膨張率の経時変化を図2.5に示す
ように Li塩なしの供試体は，5ｹ月の促
進 ASR 試験によって 0.6％と大きな膨
張率に達しており，ひび割れが発生した。
これに対して全ての Li 塩添加供試体で
は十分に膨張が抑制されており供試体
図2.5 モルタルの膨張率の経時変化[12] 
図2.6 モルタル細孔溶液中のOH－濃度[12] 
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にひび割れも認められなかった。図2.6にモルタル細孔溶液の OH－濃度結果を示す。LiNO3，
LiNO2を添加したモルタル供試体では，OH－濃度が抑制されており，このことが ASR膨張抑
制に有効であったとしている。また，材齢１ｹ月の LiOH を添加したモルタル供試体の OH－
濃度が最も高い値を示している[12]が，Diamondらは，LiOHを添加すると細孔溶液中の OH－
濃度が上昇することから添加量が少ないと ASR 膨張促進の性能があることを示唆している。
今回の場合，OH－濃度上昇は認められたが，添加量が十分大きかったため，膨張が抑制され
たものと報告されている[13]。 
 Diamondは，ASR膨張抑制のために添加する Li化合物を細孔溶液中の化学組成から評価す
ることを試みている。ASR膨張抑制剤として用いられる Li化合物の中で，中性塩である LiNO3
を添加したセメントペースト細孔溶液を抽出し，LiNO3 が細孔溶液中のイオンに与える影響
を検討している。その結果，LiNO3は溶解性の高い中性塩で，水酸イオン濃度の増加や pHの
上昇をまねかないので，ASRを促進する危険性は少ないことを示している。一方，LiFやLi2CO3
のような Li塩は，ほとんど水に溶けないため多量添加が必要とされ，溶液中に OH－を生成し
て pHを上昇させるため，LiOHと同じ危険性があるとしている。また，LiNO3も他のリチウ
ム塩と同様に，添加の初期には約半分の量がセメントと水和反応して吸着されるので，ASR
膨張を抑制するために必要な Li＋濃度を確保するための添加量を考慮しなければならないこ
とを示している[14]。 
 Li＋は，アルカリシリカゲルの Na＋や K＋と置換して，吸水膨張性を示さない Liモノシリケ
ートあるいは Liジシリケートを生成することにより，ASR膨張を抑制するとされている。コ
ンクリ－ト中における Li＋と Na＋の割合である Li/Na モル比を一定値以上とすることで ASR
によるコンクリート膨張を抑制する試みが報告されている。 
 芦田らは，膨張後のゲル重量が乾燥前重量を超えない範囲を ASRによる膨張を抑制できる
領域と考え Li/Naモル比として 1.0を閾値として提案している。[15] この他にも，斎藤らは、
モルタル練り混ぜ時に LiNO2を添加した試験から求めた膨張抑制の閾値として Li/Na モル比
0.4～0.8[16]とし，高倉らは，0.9[17]と報告されている。 
 
2.4 電気化学的手法によるLi＋の浸透 
 Whitmore らは[18] ASR 反応により被害を
受けている道路橋床版，橋脚基礎補修を行っ
た。工法は，図2.7で示すように電気化学的
手法によりコンクリート内部に Li＋を浸透さ
せる試みを報告している。この方法は，脱塩
工法や再アルカリ化工法と同様に，仮設電極
をコンクリート表面に設置しコンクリート
中の鉄筋を陰極として直流電流を供給する   図2.7 Li＋浸透工法の概要[18] 
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ことで，陽極周辺の電解液から Li＋を電気泳動させるポンディング法により行う手法である。
また，マッシブで鉄筋量が少ないコンクリート構造物に対し，コンクリート表面を穿孔しそ
こに電解液とアノード陽極を配置するとともに，カソード用に同様の穿孔を行い追加鉄筋を
埋設し通電することで，Li＋の浸透を促進させ方法が採用されている。電解液はLi3BO3，LiNO3，
Li3BO3と LiOH の混合溶液が用いられているが，電解液濃度や通電処理条件など詳細は示さ
れていない。その結果，無通電で Li＋溶液に浸漬した場合と比較すると浸透速度は 4～10 倍
になると報告されているが，実際，処理後の ASR膨張状況などは報告されていない。                            
 Folliardらは[19]ASR反応によりひび割れが発生し，損傷の激しい柱（2m×2m）6本を選び
真空工法と電気浸透工法によって LiNO3を浸透させる補修工事が報告されている。工法の原
理は，図2.7と同様であり，コンクリート表面にセルロース層を設け，それに Li塩溶液を含
ませ，その中に鉄筋と接続した電極ネット（チタンメッシュ）を敷設する。電流を流すこと
によりセルロース層中の Li＋は鉄筋に向かって移動する。その際，Na＋や K＋も鉄筋に向かっ
て移動し，鉄筋の周りの NaOH，KOH濃度が上昇するので ASRが助長される可能性がある 
ことに注意する必要があるとしている。工事終了後，Li＋のコンクリート内部への浸透状況を
調査した結果を図 2.8に示す。ASR 抑制限界濃度を 100ppmとすると，真空工法では作業が
複雑で，コストが高いが Li＋は 8 から 10mm 深さまでしか浸透しない。一方，電気浸透工法
では Li＋は約 50mm深さまで浸透しているので ASR膨張抑制効果が期待できるが，図2.9に
示すように鉄筋位置では Na＋や K＋の濃度が上昇しているので ASR の助長の心配があると報
告されている。 
 酒井らは，脱塩工法の電解液に Li塩溶液を使用し，コンクリート内部に Li＋を浸透させる
試みを行っている[20][21]。この結果，脱塩処理においてコンクリート中の塩分量や通電期間
などの条件によるが，ASRによる膨張抑制効果の Li＋/Na＋モル比を 0.6以上とすることが可能
であることを示した。しかし，本論文では ASR膨張量を直接測定はしていない。また，脱塩
終了直後は鉄筋周辺の Li＋/Na＋モル比が 0.6を下回っていても，野外自然暴露を 6ｹ月間後に
は，鉄筋周辺に集積した Na＋がコンクリート表面付近の Li＋は濃度拡散により Li＋/Na＋モル 
電気浸透工法 
真空工法 
図2.8 Li＋の浸透状況[18] 図2.9 Na＋，K＋の移動状況[18] 
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比が増大することが示されている。 
 上田らは，効率的な Li＋の浸透が可能な通電処理条件の確立を目的として，通電処理条件
が Li＋の電気泳動挙動および ASR 膨張抑制効果に与える影響を検討している[22]。比較的溶
解度が高く，電気泳動による Li＋の移動が卓越すると考えられる LiOH溶液と溶解度が低く電
気浸透の影響が卓越すると考えられる Li2CO3溶液を用いた電気泳動試験に Li＋の実効拡散係
数を求めた。 
 LiOH溶液を用いた検討での実効拡散係数（De）の算出結果を図2.10に示す。この図から
も，温度が高い場合に Li+の拡散係数が大きくなっていることがわかる。特に電流密度が
2.0A/m2の場合(2-H)の De は，0.0125（cm2/年）程度で他の場合より顕著に大きな値となって
いることを報告されている。松村らは温度変化が Cl－の拡散係数に与える影響を検討した結
果，温度上昇に伴って Cl－の拡散係数は大きくなり，温度と拡散係数の関係はアレニウスの
式で表現できるとしている[23]。Li＋に関してもこれと同様の効果があると報告されている。 
 一方，Cl－の Deは，概ね 1.0～2.0 (cm2/年) 程度の値が報告されている[24]ことから，Li＋の
拡散係数は温度や電流密度で促進された場合であっても，Cl－の拡散係数より著しく小さい値
であることがわかる。後藤らはセメントペースト硬化体中の各種イオンの拡散係数を拡散セ
ルを用いて測定している。この結果，陰イオンである Cl－と比較して，陽イオンである Na＋，
K＋，Li＋は細孔表面で正に帯電した電気二重層からの反発力を強く受けるために，拡散係数
が小さくなることを報告されている[25]。 
 Li2CO3溶液を用いた検討での Deの算出結果を図 2.11に示す。なお，図中には図 2.10で
得られた 5N LiOHを陰極セルの電解液とした場合の結果を比較のために示した。これによる
と，電解液の温度が高くなるにしたがって Li2CO3の電気浸透が促進され，見掛け上，Li+の実
効拡散係数が大きくなっており，これは，本実験で試みた Li2CO3のモルタル中への電気浸透
現象が，Cl－などのセメント硬化体中への電気泳動現象と同様に温度依存性があることを示し
ている。さらに，同じ電解液温度で比較すると，電解液として LiOHを用いた場合より，Li2CO3
を用いた場合の方が大きな実効拡散係数を示している。 
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図2.10 Li＋の実効拡散係数（LiOH溶液を 
    用いた検討） 
図2.11 Li＋の実効拡散係数（Li2CO3 
       溶液とLiOH溶液との比較） 
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  また，電解液種類の違いによる実効拡散係数の値の差は電解液温度が高いほど大きくなっ
ており，電解液温度が 40℃の場合には，Li2CO3の場合の方が LiOHの場合の 2倍程度大きい
値となっている。Li＋のような陽イオンがセメント硬化体中を移動する場合には，細孔表面で
正に帯電した電気二重層からの反発力を受けるために，拡散係数が小さくなることが報告さ
れている[26]。LiOH を電解液とした場合には，Li＋がイオンとして電気泳動するため，電気
二重層からの電気的反発力が強かったが，Li2CO3 の電気浸透では，溶液としての細孔中を移
動するために，比較的容易にモルタル中に浸透した可能性があると示している。 
 吉田らは，濃度 5Nの LiOH溶液または濃度 0.5Nの Li2CO3溶液を電解液した場合と細孔組
織内の表面張力を緩和するために，LiOH，Li2CO3電解液に界面活性剤を添加した場合につい
て検討を行った。モルタル供試体を用いて Li＋の実効拡散係数を求め，コンクリート供試体
に対して初期含有 R2O量，NaClとして 8.0kg/m3に対して通電処理を行った。図の凡例は，電
解液温度 20℃で SHは LiOH，SHAは LiOH＋界面活性剤，SCは Li2CO3，SCAは Li2CO3＋界
面活性剤を示す。また，SC40は Li2CO3で電解液温度 40℃，SCA40は Li2CO3＋界面活性剤で
電解液温度 40℃を示す。 
 陰極セル中の Li＋濃度経時変化を図2.12，Li＋の実効拡散係数結果を図2.13に示す。 
図2.12より LiOH溶液を用いた場合と Li2CO3溶液を用いた場合の Li＋の浸透状況に違いは見
られず，通電温度が高いほうが Li＋の浸透が促進されていることが示されている。また，界
面活性剤を添加した電解液を用いた場合よりも，界面活性剤を添加していない電解液を用い
た場合のほうが，Li＋の電気泳動が促進され変化の傾きも大きいことが示されている。図2.13
より図 2.12と同様な結果が得られており界面活性剤の効果が得られず，Li＋の移動を抑制す
る結果を示している。 
 通電後のコンクリート中の Cl－濃度分布を図2.14に示す。図2.14より Li2CO3溶液を用い
た通電温度 40℃の SC40と SCA40は全体的に脱塩量が大きくなっており，鉄筋近傍において
約 95％の塩分が除去できていることを示している。また，界面活性剤の添加効果は得られな
かったことが報告されている。 
 
 
 
 
 図2.12 陰極セル中のLi
＋濃度経時変化[27] 図2.13 Li＋の実効拡散係数[27] 
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 通電後のコンクリート中の R2O量分布を図 2.15に示す。無通電供試体 Nと比較して通電
処理を行った供試体では，鉄筋位置近傍に多量の R2Oが集積している。しかし，Li2CO3溶液
を用いた通電温度 40℃の SC40と SCA40の鉄筋位置でのR2O集積量は他の要因と比べて小さ
くなっている。通電後の Li＋濃度分布を図2.16に示す。通電温度 40℃の供試体が，通電温度
20℃の供試体と比較してコンクリート中への Li＋の浸透量，浸透深さが促進されており，SC40，
SCA40 がコンクリート内部への Li＋の浸透が確認されるが，界面活性剤添加によるコンクリ
ート内部への Li＋の浸透促進効果が得られなかったことが示されている。 
 暴露面付近の養生終了後のコンクリート膨張率経時変化を図 2.17に示す。図 2.17より無
通電供試体 Nに比べて通電処理を行った供試体は ASR膨張が抑制されている。通電処理終了
直後（養生終了後 56日）のコンクリート膨張率は Li2CO3溶液で通電温度 40℃の場合（SC40，
SCA40）には，20℃通電よりも大きくなっていることが報告されている[27]。 
 
 
 
図2.14 コンクリート中のCl－濃度分布[27] 図2.15 コンクリート中のR2O量分布[27] 
図2.16 コンクリート中のLi＋濃度分布[27] 図2.17 暴露面付近のコンクリート膨張率 
[27] 
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第３章 塩害とASRの複合劣化機構の検討 
 
3.1 はじめに 
 本章では，塩害と ASRの複合劣化機構を解明するために，アルカリ供給形態の違いについ
て検討した。供試体は，普通骨材と反応性骨材を用いた 2 種類について作製した。ここで，
外来アルカリとは供試体を塩水に浸漬したものであり，内在アルカリとはコンクリート打設
時に NaClを添加したものである。供試体は，温度条件を変化させた環境で保管し複合劣化機
構を解明するために，コンクリート膨張率，電気化学的モニタリングとして自然電位，分極
抵抗，コンクリート抵抗の測定を行った。内在アルカリでは，20℃，30℃，40℃の湿空環境
（95％R.H.）で 350日経過後に供試体を割裂し，アルカリシリカゲルの SEM-EDS分析，鉄筋
腐食減量，化学分析を行った。外来アルカリでは，20℃，30℃，40℃の塩水浸漬を行った。
その後，175 日経過後にアルカリシリカゲルの SEM-EDS 分析，化学分析を行い，1100 日経
過後に供試体を割裂し，アルカリシリカゲルの SEM-EDS 分析，鉄筋腐食減量，化学分析を
行った。試験の流れを以下のフロー図3.1に示す。 
 
 
図3.1 複合劣化試験フロー 
 
3.2 実験概要 
3.2.1 コンクリ－ト配合および使用材料 
 本実験で用いたコンクリートの配合を表3.1に，使用材料の概要を表3.2，表3.3に示す。
コンクリート中のイオン濃度
分布（Cl－，Na＋），SEM-EDS分
析
外来アルカリ 内在アルカリ
N配合：非反応性骨材
R配合：非反応性骨材：反応性骨材＝
3：7
NCl配合：非反応性骨材
RCl配合：(非反応性骨材：反応性骨材=3:7)
NaCl初期添加，含有R2O量･･･NaCl
（10kg/m3）
塩水浸漬（NaCl濃度10%）
浸漬温度･･･20℃，30℃，40℃
湿空環境（95%R.H.)
環境温度･･･20℃，30℃，
40℃
供試体割裂，SEM-EDS分析，鉄筋腐食減量，コンクリート中のイオン濃度分布（Cl－，Na＋）
175日経過後
1100日経過後 350日経過後
封緘養生14日間
・W/C=55% 100×100×300mm RC角柱供試体，かぶり25mm位置，丸鋼φ13配置
コンクリート膨
張率，電気化学
的モニタリング
（自然電位，分
極抵抗，コンク
リート抵抗）
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セメントは普通ポルトランドセメントとし，水セメント比（W/C）55％，細骨材/粗骨材率（s/a）
48％で一定とした。外来アルカリの配合条件は，普通骨材を用いた Nと反応性骨材を用いた
Rの 2種類とした。細骨材は N配合では非反応性骨材（S1）として鳴門市撫養町産砕石を用
い，R 配合では非反応性骨材（S1）と反応性骨材（S2）北海道安山岩砕砂を 3:7 の質量比で
ペシマム混合した。粗骨材も細骨材同様に N配合では非反応性骨材（G1）として鳴門市撫養
町産砕石を用い，R配合では非反応性骨材（G1）と反応性骨材（G2）北海道安山岩砕砂を 3:7
の質量比でペシマム混合した。 
 また，それぞれの配合に AE減水剤（ポゾリス No.70）を 1.30kg/m3（セメント量の 0.4％），
AE 剤（ポゾリス 303A）を 0.02kg/m3（セメント量の 0.006％）を混入した。内在アルカリの
配合条件は，普通骨材を用いた NClと反応性骨材を用いた RClの 2種類とした。細骨材，粗
骨材の種類，ペシマム混合比，AE減水剤，AE剤量については，外来アルカリと同様である。
また，初期混入 R2O量は，NaClで 10kg/m3となるように調整した。 
 
表3.1 コンクリートの配合 
配合名 s/a W/C 
単位量(kg/㎥) 
C W S1 S2 G1 G2 AE減水剤 AE剤 NaCl 
N 48 55 324 178 823 ― 888 ― 1.30 0.019 ― 
NCl 48 55 324 178 808 ― 888 ― 1.30 0.019 15.4 
R 48 55 324 178 249 581 276 644 1.30 0.019 ― 
RCl 48 55 324 178 244 570 276 644 1.30 0.019 15.4 
 
表3.2 供試体使用材料の概要 
材料名 種類 物性 
セメント 普通ポルトランドセメント 密度 3.16g/㎝³、R₂O量＝0.56％ 
非反応性細骨材
（S1） 鳴門市撫養町産砕砂 
表乾密度 2.55g/㎝³、絶乾密度 2.50g/㎝³ 
吸水率 2.30％、粗粒率 6.63F.M. 
反応性細骨材 
（S2） 北海道産安山岩砕砂 
密度 2.56g/㎝³、 
アルカリ濃度減少量 Rc:135mmol/l 
溶解シリカ量 Sc:778mmol/l 
非反応性粗骨材
（G1） 鳴門市撫養町産砕石 
Gmax＝15㎜、表乾密度 2.56g/㎝³ 
絶乾密度 2.50g/㎝³、真密度 2.65g/㎝³ 
吸水率 2.16％、粗粒率 7.03F.M. 
反応性粗骨材 
（G2） 北海道産安山岩砕石 
密度 2.68g/㎝³ 
アルカリ濃度減少量 Rc:135mmol/l 
溶解シリカ量 Sc:778mmol/l 
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表3.3 反応性骨材の化学法試験結果 
 
試料名 
 
項目 
アルカリ濃度減少量 
mmol/l 
溶解シリカ量 
mmol/l 
JIS A 1145 
による判定区分 
北海道産安山岩 135 778 無害でない 
JIS A1145判定範囲 700未満 10以上 － 
 
 
表3.4 コンクリートのフレッシュ性能および圧縮強度試験結果 
配合名 スランプ
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(kN) 
N 8.5 5.0 40.3 
NCl 14.5 3.8 39.0 
R 17.0 5.5 38.9 
RCl 17.0 5.7 34.3 
 
 本実験で用いたコンクリートのフレッシュ性状および材齢 28日の圧縮強度を表3.4に示す。
表中の圧縮強度は 3本の供試体の平均値とした。 
コンクリートのフレッシュ性能では，反応性骨材を混入することにより，流動性が高まった。
また，NaClと反応性骨材を混入することにより若干，強度が下がる結果が得られた。 
 
3.2.2 供試体作製と養生・促進条件 
 供試体の寸法は図3.2のように 100×100×300㎜の角柱供試体とし，正方形断面中央位置に
丸鋼 φ13を配置した。鉄筋は図3.2のように 340㎜の長さで底面から 40㎜浮かせ，埋め込み
長さを 270㎜とした。また，圧縮強度試験用と化学分析用に φ100×200㎜の円柱供試体を作製
した。角柱供試体は，コンタクトゲージ用のチップを側面 2 面に 4 個ずつ貼り付けた。鉄筋
軸方向の基長は 200㎜，軸直角方向の基長は 50㎜とした。供試体は図3.2のように暴露面(通
電面)一面以外をエポキシ樹脂で塗布した。養生は 14 日間，20℃環境で封緘養生とした。そ
の後，すべての角柱供試体の測定を行い，初期値とした。外来アルカリ，内在アルカリ供試
体の環境条件を表3.5に示す。 
 NCl配合と RCl配合は、湿らせたウェスで全体を覆い，ジップ付きのビニール袋に入れ，
20℃，30℃，40℃の湿潤環境(95％R.H.)でそれぞれの配合 2体ずつ保管した。温度調節はヒー
ターを用いて設定温度に保った。測定の前日にヒーターを切り，すべて 20℃湿潤環境にし，
測定後 1日だけ 20℃室温で保管した。測定はコンクリート膨張率，自然電位，分極抵抗，コ
ンクリート抵抗を初めの 1ヶ月は 1週間毎に行い，それ以降は 2週間毎に行った。膨張収束
後，各 2本のうち 1本を劣化後の通電試験検討用供試体にまわし，残りの供試体を割裂し，
コンクリート内部の SEM-EDS分析，鉄筋腐食減量測定，化学分析（Cl－）を行った。 
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図3.2 供試体サイズ，チップ位置，鉄筋位置，鉄筋長さ 
 
 
表3.5 供試体一覧 
配合名 保管条件 保管温度 本数 番号 
N 
塩水浸漬 
（外来） 
20 2 N20 
30 2 N30 
40 2 N40 
NCl 
湿空環境 
(内在) 
20 2 NCl20 
30 2 NCl30 
40 2 NCl40 
R 
塩水浸漬 
(外来) 
20 2 R20 
30 2 R30 
40 2 R40 
RCl 
湿空環境 
（内在） 
20 2 RCl20 
30 2 RCl30 
40 2 RCl40 
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 N配合と R配合は，NaCl濃度 10％で
20℃，30℃，40℃の塩水にそれぞれの配
合の角柱供試体 2 体ずつと円柱供試体
を 2体ずつ浸漬させた。写真3.1に 10％
NaCl 溶液浸漬状況（角柱供試体）を示
す。測定の前日にヒーターを切り，塩水
をすべて 20℃にし，測定後 1日だけ 20℃
室温で保管した。測定はコンクリート膨
張率，自然電位，分極抵抗，コンクリー
ト抵抗を初めの 1ヶ月は 1週間毎に行い，
それ以降は 2週間毎に行った。塩水浸漬
約 175日経過したところで化学分析（Cl
－，Na＋），供試体を割裂し SEM-EDS 分
析を行い，その後 1100日経過後，供試体を割裂 SEM-EDS分析，鉄筋腐食減量測定，化学分
析（Cl－，Na＋）を行った。 
 
3.2.3 コンクリート膨張率の測定 
 コンクリート膨張率は JIS A 1129-1:2010 モルタル及びコンクリートの長さ変化測定方
法-第 2 部:コンタクトゲージ法に準拠して測定を行った。養生終了直後を初期値とし，最初
の 1ヶ月は 1週間間隔，その後は 2週間間隔で測定した。劣化機構検討用供試体は，供試体
の鉄筋軸方向に片面 2 点ずつの計 4点測定を行った。通電検討用供試体は，供試体の鉄筋軸
方向に片面 2点，軸直角方向に片面 2点ずつの計 8点を測定した。膨張量測定前日に，供試
体を 20℃恒温室に移動し，その恒温室にてコンクリート膨張率測定を実施した。通電期間は
膨張量測定を一時中止し，通電終了後すぐに測定をした。その後は同様の周期で測定した。
コンクリート膨張率は（3.1）式により計算した。 
コンクリート膨張率（％）＝ L-L₀
L₀  ×100  (3.1) 
L₀：養生終了直後の測定値(初期値) L：測定値 
 
3.2.4 鉄筋の電気化学的モニタリング 
 鉄筋の電気化学的モニタリングの項目として，自然電位，分極抵抗，コンクリート抵抗を
測定した。測定には，腐食モニター7635(東方技研(株))を用い，照合電極としては飽和塩化銀
電極(Ag/AgCl)を，対極にはチタンメッシュを用いた。測定方法は，矩形波電流分極法を用い
た。この方法は，高低 2周波数のインピーダンス値(絶対値)の差から分極抵抗を，高周波数の
インピーダンス値からコンクリート抵抗を求めることができる。本実験では，測定に腐食モ
ニター7655((株)東方技研製)を用い，測定パラメーターは印加電流 100μA，コンクリート抵抗
測定周波数 800Hz及び 0.1Hzとした。モニタリングはコンクリート膨張率と同様に養生終了
写真3.1 10％NaCl溶液浸漬状況 
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後に初期値を測定した。最初の 1 ヶ月は 1 週間間隔，そ
の後は 2 週間間隔で測定した。測定の様子を写真 3.2に
示す。 
3.2.5 鉄筋腐食減量測定 
 内在アルカリの鉄筋角柱供試体を養生終了後 350 日経
過した時点で割裂し，鉄筋をはつり出した。また，外来
アルカリの 10％NaCl 溶液浸漬 1100 日経過した時点で同
様に割裂し，鉄筋をはつり出した。これらの鉄筋を
JCI-SC1；コンクリート中の鋼材の腐食評価方法に準拠し，
60℃の 10％クエン酸二アンモニウム水溶液に適当な時間
浸漬後，素地を傷めない方法で腐食生成物を除去し，直
ちに熱風乾燥させる。その後，鉄筋の長さおよび質量を
測定し，（3.2），(3.3)式により鉄筋の腐食減量を算出した。 
腐食減量率（％）＝ w₁
w₀  (3.2) 
w₀ ＝ m₀
A₀  w₁ ＝ w₀ － 
m₁
A₁  (3.3) 
    ここで，w₀：健全鉄筋の腐食減量(㎎/㎝²) 
        m₀：健全鉄筋の質量減少量(㎎) 
        A₀：健全鉄筋の表面積(㎝²) 
        w₁：対象鉄筋の腐食減量(㎎/㎝²) 
        m₁：対象鉄筋の質量減少量(㎎) 
        A₁：対象鉄筋の表面積(㎝²) 
 
3.2.6 化学分析 
 外来アルカリでは，塩水浸漬 175日経過後，円柱供試体を浸漬面より 10mm厚さに 5点，
塩水浸漬 1100日経過後，角柱供試体を浸漬面より 10mm厚さに 7点切断し各々試料を作製し
た。内在アルカリでは，割裂したコンクリート中央部分から 30×50×30mmのコンクリートを
切り出して試料を作製した。切出した試料は，粉砕機を使用して 150μm以下の粒度に調整し
た。 
（１）塩化物イオン濃度（Cl－） 
 JIS A 1154；「硬化コンクリート中の塩化物イオン試験方法」に準拠し，電位差滴定法によ
り全塩化物イオン濃度および温水抽出塩化物イオン濃度を測定した。詳細な試験方法を以下
に示す。 
① 全塩化物イオン 
 試料 10gを入れたビーカーに時計皿でふたをして，2 mol/lの硝酸 70 mlをビーカーの縁か
ら静かに入れて反応が終わるのを待つ。pH試験紙で pHが 3 以下であることを確認し，3 以
写真3.2 電気化学的モニタ
リングの様子 
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上の場合にはさらに硝酸を追加する。pHが 3以下に
なったら，時計皿で覆ったままスターラーで 30分間
かき混ぜる。次に，過酸化水素水 1 mlを加えてから
ビーカーを加熱し，黄緑色から薄茶色に変化するま
で 5 分間静かに煮沸した後に，常温まで冷却する。
その後，漏斗を用いて溶液を吸引濾過し，漏斗に残
った試料を純水でよく洗浄する。ろ液と洗液を 200 
mlのフラスコに移し，水で定容し，試料溶液から 50 
mlの全量ピペットを用いて 50 mlを 200 ccのビーカ
ーに移す。本滴定を行う前に，装置性能確認を行う。
試料としては 0.01 mol/lの NaCl溶液を 10 ml，全量ピペットを用いて，ビーカーに移し，100 
ml まで純水を加えた後，硝酸を加えて pH が 3 以下であることを確認した溶液を 0.01 mol/l
の硝酸銀溶液で滴定する。滴定終了後，NaCl溶液量/0.01 mol/l硝酸銀溶液量が 0.990から 1.010
の自主基準値内であり，装置が正常であれば 50 mlの試料をスターラーでかき混ぜながら，
0.01 mol/lの硝酸銀溶液で JIS法に準拠した電位差滴定を行う。なお，滴定には写真3.3に示
す㈱三菱化学アナリテック社製 GT-100を使用した。 
 
② 温水抽出塩化物イオン 
 試料 10gを共栓付三角フラスコ（200 ml）に入れて 50℃に温める。次いで水を 50 ml計り
取り，50℃に温めてから加え，栓をしてから 30 分間 50℃温水中で振とうし，さらに 5 分間
水中で静置する。次に，漏斗を用いて溶液を自然濾過し，ろ液のみを 100 mlのビーカーに移
し，この試料溶液から 5 mlをピペットで 200 mlビーカーに分取する。そして，ビーカーに 2 
mol/lの硝酸 5 mlと過酸化水素水 1 mlを加えて溶液の pHが 3以下であることを確認した後に，
温水を加えて約 50 mlに希釈する。その後，ビーカーを加熱し，5分間静かに煮沸した後に常
温まで冷却する。本滴定は，① 全塩化物イオンと同様に 50 ml の試料をスターラーでかき
混ぜながら，0.01 mol/lの硝酸銀溶液で JIS法に準拠した電位差滴定を行う。 
   
（２）ナトリウム濃度（Na） 
 試料 10g を入れたビーカーに時計皿でふた
をして，2 mol/lの硝酸 70 mlをビーカーの縁か
ら静かに入れて反応が終わるのを待つ。次に，
過酸化水素水 1 mlを加えてからビーカーを加
熱し，黄緑色から薄茶色に変化するまで 5分間
静かに煮沸した後に，常温まで冷却する。その
後，漏斗を用いて溶液を吸引濾過し，漏斗に残
った試料を純水でよく洗浄する。ろ液と洗液を
200 mlのフラスコに移し，水で定容し，試料溶 写真3.4 原子吸光分析状況 
写真3.3 電位差滴定分析状況 
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液から所定量を全量ピペットを用いて分取し 100 mlのメスフラスコに移し，希釈する。その
後，検量線法により原子吸光分析方法により分析を行う。装置は写真 3.4に示す㈱島津製作
所製 AA-6200を使用した。 
                        
3.2.7 アルカリシリカゲルの電子顕微鏡観察 
 外来アルカリでは塩水浸漬 175日経過後，円柱
供試体を塩水浸漬 1100 日経過後，角柱供試体の
内部に生成したアルカリシリカゲルの電子顕微
鏡観察と元素分析を行った。一方，内在アルカリ
では，角柱供試体を養生終了後 350日で割裂し内
部に生成したアルカリシリカゲルを外来アルカ
リと同様に分析を行った。観察試料はアルカリシ
リカゲルを含むようにハンマーで試料台に収ま
るように砕いた。その後，試料を真空蒸着機にて
Pt-Pd を蒸着し導電性にして観察した。観察に使
用した走査型電子顕微鏡 (Scanning Electron 
Microscope：SEM)およびエネルギー分散型 X線分析装置(Energy Dispersive X-ray Spectrometry)
は，写真3.5に示す SEM（日立ハイテクノジー製 SU6600），EDS（オックスフォード製 Link 
ISIS 300)を使用し，アルカリシリカゲルの表面観察および，アルカリシリカゲルの組成分析
を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真3.5 SEM-EDS分析装置 
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3.3 塩水浸漬供試体中のCl－，Na＋濃度分布 
 ASR によるひび割れ発生前の 175 日間塩水浸漬を行ったコンクリート中の全 Cl－濃度分布
を図3.3に，1100日間塩水浸漬の場合を図3.4に，175日間塩水浸漬のコンクリート中の温
水抽出/全塩分を図3.5に，1100日間塩水浸漬の場合を図3.6に示す。R30，R40の供試体で
ASRによるひび割れ発生後，N20の供試体で鉄筋軸方向のひび割れ発生後の結果である。塩
水浸漬の全Cl－濃度分布結果を用いてフィックの第 2法則の拡散方程式によりCl－の見掛けの
拡散係数，175日間塩水浸漬を図3.7に，1100日間塩水浸漬の場合を図3.8に示す。 
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 図3.3より 30，40℃で Cl－の浸透は N配合に比べて R配合の方が鉄筋位置においては小さ 
い値となっている。図3.4より ASRによるひび割れが発生した R30，R40においては，供試
体の最深部まで表面とほぼ同等の Cl－が浸透していることがわかった。また，R，Nとも塩水
浸漬の温度条件が高いほど鉄筋部分の Cl－濃度が高いことを示している。図 3.5より R 配合
は N配合より全 Cl－に対する温水抽出塩分の割合が小さくなっており ASRゲルによる Cl－の
固定化[2]が考えられる。図3.6よりASRによるひび割れ部分よりCl－が浸透した影響でR30，
R40は Cl－の固定化能力が低下している。また，N配合は温度条件が高いほど Cl－の固定化能
力が低下していることより鉄筋が腐食しやすい環境と考えられる。 
 図3.7の Cl－の見掛けの拡散係数は，塩水浸漬 175日目の値で比較すると N配合で高温ほ
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ど大きくなっているのに対して，R配合では高温ほど小さくなっており，R配合の方が N配
合と比較して Cl－の浸透速度が抑制されていることが確認できた。これは，温度条件が高い
場合には，アルカリの供給が大きいコンクリート表面付近を中心にASRがゆるやかに進行し，
生成したアルカリシリカゲルが Cl－の浸透経路である反応性骨材とペーストの界面を充填し
たためと考えられる。 
 図 3.7と図 3.8で塩水浸漬期間が，Cl－の見掛けの拡散係数に与える影響を調べてみると，
塩水浸漬期間が長くなると拡散係数が小さくなる傾向にある。これは，コンクリートの塩水
浸漬期間が長くなるとセメントの水和反応が進行し，コンクリートの細孔構造が緻密化する
ことが原因と考えられる。しかし，R配合の 30℃では浸漬期間が 175日から 1100日に長くな
ると Cl－の見掛けの拡散係数値が約 20倍大きくなった。これは，ASR膨張によりひび割れ幅
が増大し，塩化物イオンがコンクリートの内部まで浸透したことが要因として考えられる。
また，R40の浸漬期間 1100日の Cl－の見掛けの拡散係数は，算出不可能であった。 
 ASR によるひび割れ発生前の 175 日間塩水浸漬を行ったコンクリート中の Na2O濃度分布
を図3.9に，1100日間塩水浸漬の場合を図3.10に示す。図3.9より，R配合の供試体は，同
じ温度で浸漬させた N 配合の供試体と比較してコンクリート表面付近での Na2O 量が多いこ
とが分かる。これは，コンクリート表面に Na＋が蓄積されることにより ASRが生じやすい環
境になっているものと考えられる。また，R40 はコンクリート表面付近の Na＋量が大きいが
内部ほど急激に小さくなっており，深さ 45mm においてはどの配合も同程度となっている。
R20，R30も緩やかではあるがコンクリート表面から内部にかけて Na2O量が低下しているこ
とから，羽渕ら［1］によると外部から供給されるアルカリによる ASR 促進効果は深さ方向
に対して一様ではなく，ASRが生じると報告されている。また，図3.10のひび割れ後におけ
る Na2O 濃度分布によると，ひび割れが生じた R30，R40 ではコンクリート内部まで多くの
Na＋が浸透しており，内部においても ASRが促進されると考えられる。 
 
3.4 コンクリート膨張率 
 内在アルカリで，養生終了後 350 日間恒温（20，30，40℃）環境に保管した内在アルカリ
コンクリートの膨張率経時変化を図3.11に示す。普通骨材使用コンクリート（NCl）配合で
は，ほとんど膨張していないことが確認できる。また，反応性骨材使用コンクリート(RCl)で
は，保管温度が高いほど早期に膨張が開始し，膨張速度も大きく最終膨張率も大きくなって
いる。 
 一方，20℃，30℃，40℃の塩水に 1100日間浸漬したコンクリート膨張率を図3.12に示す。
反応性骨材使用コンクリート（R）配合は，塩水浸漬温度が高いほどコンクリート膨張率が大
きく温度依存性が高い。しかし，普通骨材使用コンクリート（N）配合では，ほとんど膨張し
ていない。 
 また，最終膨張率を比較すると塩水浸漬のコンクリート膨張率が内在アルカリより大きく
なっている。これは，R30，R40 においてはひび割れが発生したことにより外部からの Na＋，
Cl－供給量が内在アルカリの供試体作製時の NaCl量より多くなったためと考えられる。 
35 
 
 
 
 
         
 
3.5 鉄筋の自然電位，分極抵抗およびコンクリート抵抗値の経時変化 
 養生終了後 350 日間恒温（20，30，40℃）環境に保管した内在アルカリ供試体の鉄筋自然
電位経時変化を図 3.13，分極抵抗経時変化を図 3.15，コンクリート抵抗経時変化を図 3.17
に示す。一方，外来アルカリにおける塩水浸漬 1100日までの供試体の鉄筋自然電位経時変化
を図 3.14，分極抵抗経時変化を図3.16，コンクリート抵抗経時変化を図 3.18に示す。自然
電位の評価基準として ASTM C 876の腐食領域判定基準を表3.6に示す。なお，測定には照
合電極として飽和塩化銀電極（Ag/AgCl）を使用した。 
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図 3.11 内在アルカリ供試体のコンク
リート膨張率 
図 3.12 外来アルカリ供試体のコン
クリート膨張率 
図3.13 鉄筋自然電位経時変化 
（内在アルカリ） 
図3.14 鉄筋自然電位経時変化 
（外来アルカリ） 
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表3.6 ASTM C 876 腐食領域判定基準 
電位（mV vs Ag/AgCl） 腐食基準 
-0.09 ＜ E 90％以上の確率で腐食は生じていない 
-0.24 ＜ E ＜ -0.09 不確定 
E ＜ -0.24 90％以上の確率で腐食は生じている 
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 図3.13によると，内在アルカリ供試体で初期混入 Cl－濃度が大きいことから，恒温保管開
始直後から腐食可能性の高い卑な電位を推移しているが，反応性骨材を用いた R配合の 30℃
保管あるいは，40℃保管の場合には，一度低下した電位が図3.11に示すように膨張率の増加
とともに貴変する傾向が見られる。この理由として，自己治癒効果によるひび割れの閉塞に
よる水分や酸素の供給が止まること，アルカリシリカゲルの生成による鉄筋腐食環境の改善
が考えられる。 
 図3.15によると，内在アルカリ供試体の恒温保管開始直後は，膨張測定用チップ貼付け時
の乾燥の影響を受けてデータのばらつきが見られるが，養生終了後 100 日程度経過後は，保
管温度が高いほど分極抵抗は大きくなっており R配合，N配合とも同様な傾向である。特に
R配合の 40℃保管の場合は，図3.11で示したように大きなコンクリート膨張を示しているに
も関わらず，最も大きな分極抵抗値を示している。これより自然電位の場合と同様にアルカ
リシリカゲルの生成が腐食速度抑制に寄与していることが考えられる。 
 図3.14によると，N，R配合とも塩水浸漬日数の経過に伴って自然電位が低下しており，
腐食領域を推移している。塩水浸漬期間 200から 600日程度では，20℃，30℃の N配合に比
べて R配合の方が比較的に貴な電位となっており，自然電位の低下する時期についても N配
合に比べて R配合の方が遅くなっている。これは，R配合では ASRが進行しておりコンクリ
ート表面付近に ASR ゲルが生成することでコンクリート内の空隙が充填されるため，Cl－の
浸透を抑制したと考えられる。 
 また，塩水温度について着目すると N配合の自然電位の推移は塩水温度による影響はあま
り見られないが， R配合は，R40で約 200日目から，R30で約 600日目から低下しており ASR
膨張によるひび割れによって Cl－が多量に浸透し，鉄筋腐食を促進したと考えられる。 
 図3.16によると，R40が約 200日目から，R30では約 600日目から分極抵抗が急激に小さ
な値に推移していることがわかる。これは，前述したように ASR膨張によるひび割れの影響
であると考えられる。同様に，R20では N配合より比較的高い分極抵抗値であった。これは，
ASRゲルによって Cl－の浸透が鉄筋腐食の進行を遅らせていると考えられる。 
 図 3.17より，RCl20，RCl30 ではほぼ同様な値で推移しているが，RCl40 ではこれらより
大きなコンクリート抵抗を示していることから，アルカリシリカゲルの生成によるコンクリ
ート内部の空隙に充填等が発生し，緻密化したことが考えられる。また，普通骨材を使用し
た NClでは NCl20，NCl30 ではほぼ同様な傾向であるが，NCl40 では水和反応の促進により
コンクリートが緻密化した影響が大きいと考えられる。 
 図3.18によると，R30，R40は図3.12より ASRによるひび割れが発生後にコンクリート
抵抗が低下している。一方，塩水浸漬 1100日において R20は，N配合および R30，R40と比
較してコンクリート抵抗が高い。これは，コンクリートにひび割れの発生はなく，コンクリ
ート表面付近に浸透した NaClにより空隙等が ASRゲルで充填したことにより，コンクリー
トが緻密化したためと考えられる。 
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3.6 促進試験後の供試体外観写真 
 塩水浸漬の 350日経過後および 1100日経過後の外観写真を写真3.6，写真3.7，内在アル
カリ供試体の 350日経過後の外観写真を写真3.8に示す。N配合は，写真3.6より N30で軸
に沿ったひび割れ，N40 で軸に沿ったひび割れに加えて錆汁の滲出が見られる。また，写真
3.7よりN配合の全ての供試体から錆汁が滲出しており，浸漬温度 20℃と比較して 30℃，40℃
では錆汁の滲出範囲が広くなっている。これは，外部からの NaClの浸透が環境温度が高いほ
ど大きく，鉄筋腐食が促進されていることが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
N20℃ N30℃ N40℃ R20℃ R40℃ R30℃ 
写真3.6 塩水浸漬350日後のN，R供試体の外観 
写真3.7 塩水浸漬1100日後のN，R供試体の外観 
N20℃ N30℃ N40℃ R20℃ R40℃ R30℃ 
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 次に R配合は，写真3.6によると R40，写真3.7によると R30，R40の供試体において ASR
特有の亀甲状のひび割れが見られており，塩水浸漬温度が高いほど ASR特有の亀甲状のひび
割れが顕著となった。また，写真3.7の塩水浸漬 1100日後における R配合の供試体でひび割
れ状況を比較すると，R40では ASR特有の亀甲状のひび割れが卓越していたが，R30では亀
甲状のひび割れに加えて，塩害特有の軸方向のひび割れが見られた。この理由として，R40
はひび割れ部分より Cl－が浸透するため ASRが促進し，R30は浸漬温度が 10℃低いため ASR
が停滞傾向にあり塩害が促進したことが考えられる。さらに，R 配合の供試体では，N 配合
の供試体で生じたような錆汁の滲出が見られず，表面にアルカリシリカゲルと考えられる白
色物が滲出していることが確認できた。このことから外部からのイオン浸透によって表面付
近で生成されたアルカリシリカゲルにより Cl－の浸透が抑制され，鉄筋腐食についても抑制
されていることが考えられる。以上のことから，塩害単独劣化と塩害と ASRの複合劣化は劣
化形態が異なり，環境温度の違いによっても異なった劣化形態になることが考えられる。 
 内在アルカリ供試体の写真3.8によると NCl20で鉄筋軸に沿ったひび割れが見られる。こ
のひび割れは鉄筋腐食によるものと考えられ，20℃保管のみひび割れが見られたのは NCl30，
NCl40 では水和反応が進行しコンクリートが NCl20 よりも緻密化したことによるものと考え
られる。RCl供試体外観をみると，RCl30，RCl40に亀甲状のひび割れが確認でき，かぶり面
に鉄筋軸に沿ったひび割れが確認できる。RCl20 の外観にも鉄筋軸に沿ったひび割れが確認
でき，膨張していないも関わらずひび割れが生じていることから鉄筋腐食による影響と考え
られる。 
 
 
 
 
 
写真3.8 内在アルカリ350日後のNCl，RCl供試体の外観 
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3.7 コンクリート内部分析 
3.7.1 内在アルカリ供試体 
 養生終了後 350 日間恒温（20，30，40℃）環境に保管したコンクリートを割裂し，内部の
白色物を電子顕微鏡（SEM-EDS）にて分析を行った。写真 3.9，写真 3.10，写真 3.11に割
裂した供試体写真を示す。反応性骨材を使用した RClコンクリートにおいて白色物が確認で
きるところに赤丸で記す。RCl20 は生成物がほとんど確認できないのに対し，RCl30，RCl40
は比較的多くの生成物が確認できた。写真3.12，写真3.13，写真3.14は写真3.9，写真3.10，
写真 3.11の赤丸で囲んだ部分のコンクリートを一部採取して実体顕微鏡にて観察した写真
を示す。写真中の黄丸で囲んだ部分は，写真3.15から写真3.20で示す SEM観察を行った箇
所である。 
 
  
     写真3.9 割裂断面20℃保管（RCl20）     写真3.12 RCl20 SEM観察箇所 
  
     写真3.10 割裂断面30℃保管（RCl30）    写真3.13 RCl30 SEM観察箇所 
  
    写真3.11 割裂断面40℃保管（RCl40）     写真3.14 RCl40 SEM観察箇所 
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写真3.15 20℃保管SEM観察(RCl20) ×5000 写真3.16 20℃保管SEM観察(RCl20)×10000 
  
写真3.17 30℃保管SEM観察(RCl30）×5000 写真3.18 30℃保管SEM観察(RCl30)×10000 
  
 写真3.19 40℃保管SEM観察(RCl40）×5000 写真3.20 40℃保管SEM観察(RCl40)×10000 
 
写真 3.15，写真 3.16の RCl20 は，セメント水和物である針状結晶のエトリンガイトが確認
された。写真3.17，写真3.18の RCl30，写真3.19，写真3.20の RCl40は ASRの反応生成
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物のアルカリ－カルシウム－シリカ型[2]が確認できた。保管温度が 30℃から 40℃に高くなる
と ASRゲルの形態が異なることが確認された。また，SEM観察した箇所について 1試料，5
点について EDS（エネルギー分散型蛍光 X線）分析を行い Ca，Na，Siの元素濃度について
求め，SEM 観察した箇所の供試体保管温度別の EDS 分析結果を図 3.19，図 3.20，図 3.21
に示す。 
 
図3.19 20℃保管（RCl20）EDS結果     図3.20 30℃保管（RCl30）EDS結果 
 
 
図3.21 40℃保管（RCl40）EDS結果 
 
 図3.19から図3.21において供試体保管温度が高くなるとCa，Na量は減少し，RCl30，RCl40
で Si量が RCl20と比較すると約 6倍増加している。この理由として写真3.17から写真3.20
より ASRゲル（アルカリシリカゲル）が生成していることによるものと考えられる。 
 
3.7.2 外来アルカリ供試体 
 塩水浸漬 20℃（R20），30℃（R30），40℃（R40）で 175日間，1100日間の供試体について
コンクリートを割裂し，内部の白色物を電子顕微鏡（SEM-EDS）にて分析を行った。写真3.21，
写真3.22，写真3.23は，塩水浸漬 20℃（R20），30℃（R30），40℃（R40）で 175日間の供 
試体より採取した白色物が確認された箇所の実体顕微鏡にて観察した写真を示す。写真中の
黄丸で囲んだ部分は，写真3.24，写真3.25，写真3.26で示す SEM観察を行った箇所である。 
写真3.24（R20）の SEM写真より赤丸で囲んだ部分は，セメント水和物のひとつである C-S-H
水和物と考えられる形態が確認された。これより，R20の白色物は ASRゲルの可能性は低い 
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と考えられる。写真3.25（R30）の SEM写真より赤丸で囲んだ部分は，大部分が粘性のあり
そうな ASRゲルと推定される形態が確認された。また，写真3.26（R40）の観察よりアルカ
リ－カルシウム－シリカ型のゲル[2]が確認された。 
写真3.21 R20 SEM観察箇所(175日) 写真3.24 R20 SEM観察(175日) ×5000 
写真3.22 R30 SEM観察箇所(175日) 
写真3.23 R40 SEM観察箇所(175日) 
 写真3.25 R30 SEM観察(175日) ×5000 
写真3.26 R40 SEM観察(175日) ×5000 
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写真3.28 割裂断面30℃塩水浸漬1100日間（R30） 
 
    
 
      
      
写真3.27，写真3.28，写真3.29は 1100日間塩水浸漬供試体の割裂直後の断面写真を示す。 
写真3.27 割裂断面20℃塩水浸漬1100日間（R20） 
上部矢印
方向から
塩水浸透 
上部矢印
方向から
塩水浸透 
上部矢印
方向から
塩水浸透 
写真3.29 割裂断面40℃塩水浸漬1100日間（R40） 
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写真上部より 10％NaClが浸透している。写真3.27（R20）のかぶり部分に塩水が浸透し粗骨
材と反応し色が濃く観察された。しかし，写真3.28（R30），写真3.29（R40）ではコンクリ
ート全体に塩水が浸透し粗骨材との反応により色が濃くなっている。鉄筋位置の錆の部分は，
後述の写真3.46で示すようにR30で一番多く，次いで写真3.45で示す R20であり，写真3.47
で示す R40の順番である。 
 
 
 
 
写真3.30 R20 SEM観察箇所(1100日) 写真3.33 R20 SEM観察(1100日) ×5000 
写真3.31 R30 SEM観察箇所(1100日) 写真3.34 R30 SEM観察(1100日) ×5000 
写真3.32 R40 SEM観察箇所(1100日) 写真3.35 R40 SEM観察(1100日) ×5000 
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 写真3.30，写真3.31，写真3.32は，塩水浸漬 20℃（R20），30℃（R30），40℃（R40）で
1100日間の供試体より採取した白色物が確認された箇所の実体顕微鏡にて観察した写真を示
す。写真中の黄丸部分は，写真3.33，写真3.34，写真3.35で示す SEM観察を行った箇所で
ある。写真3.33（R20）の塩水浸漬日数 1100日の赤丸で囲んだ部分 SEM写真より写真3.24
の塩水浸漬日数 175 日と比較して大きな変化は見られずセメント水和物のひとつである
C-S-H 水和物と考えられる形態が観察された。写真 3.34（R30）の SEM 写真は，写真 3.25
（R30）の塩水浸漬 175日で粘性したゲルが塩水浸漬日数が長くなったことでアルカリ－シリ
カ－カルシウム型ゲルに変化したようである。 
           
 
 
 
 
図3.22 R20 EDS結果（175日） 図3.25 R20 EDS結果（1100日） 
図3.23 R30 EDS結果（175日） 図3.26 R30 EDS結果（1100日） 
図3.24 R40 EDS結果（175日） 図3.27 R40 EDS結果（1100日） 
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写真 3.35(R40)のアルカリ－シリカ－カルシウム型ゲルの粒子は，写真 3.26の塩水浸漬 175
日の ASRゲル粒子より小さくなっているようである。 
 図3.22から図3.24に塩水浸漬日数 175日，図3.25から図3.27は塩水浸漬 1100日の SEM
により観察した箇所について EDS分析を行い Ca，Na，Siの元素濃度について求めた。図3.22
から図3.27において塩水浸漬日数に関係なく，浸漬温度が高くなると Ca量が減少し Si，Na
量が増加する。この結果は，3.7.1 で示した内在アルカリの場合の Na 量と傾向が異なった。
この理由として，塩水浸漬の場合，塩水が供給続けていることで白色物にも Naが取込まれ，
浸漬温度が高くなると取込まれる Na量が多くなり温度に依存していることが考えられる。 
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図3.28 内在アルカリと塩水浸漬の白色物の元素濃度比較 
供試体保管温度（℃） 塩水浸漬温度（℃） 
内在アルカリ 塩水浸漬 
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 内在アルカリと塩水浸漬の白色物の元素濃度比較を図3.28に示す。塩水浸漬は，浸漬 175
日と 1100 日の平均値とした。Ca 量は，温度が高くなると減少しており，内在アルカリと塩
水浸漬は同様な傾向を示している。20℃で塩水浸漬の場合，内在アルカリより 1.5 倍程度大
きい。Si量は，内在アルカリで 20℃から 30℃，40℃に急激に増加しているのに対して，塩水
浸漬の場合，浸漬温度が高くなると比例的に増加している。Na量は，内在アルカリで保管温
度が高くなると減少しているが，塩水浸漬では，浸漬温度が高くなると比例的に増加してい
る。20℃で内在アルカリの場合，塩水浸漬より 6 倍程度大きい。内在アルカリと塩水浸漬で
は，温度の違いで濃度の傾向が異なることがわかった。この理由として NaClの供給形態が関
与している可能性が考えられる。 
 
3.8 促進試験後の鉄筋腐食状況 
 内在アルカリ供試体の 350日経過後の供試体を割裂し，はつり出した鉄筋外観を写真3.36
から写真 3.41に示す。また，塩水浸漬期間 1100 日経過後の供試体を割裂し，はつり出した
鉄筋外観を写真 3.42から写真 3.47に示す。一方，内在アルカリ，塩水浸漬供試体よりはつ
り出した鉄筋腐食減量率を算出した結果を図3.29，図3.30に，内在アルカリ（RCl）の腐食
減量率と（温水抽出塩分/全塩分）の関係を図3.31に示す。 
 写真3.36から写真3.38に示す普通骨材を使用した NCl配合は，20℃保管，30℃保管で腐
食が進行しており，40℃保管において一部分で若干，断面欠損を生じるような腐食が進行し
ている。図 3.29で NCl配合は環境温度による違いは殆ど見られなかった。一方，写真 3.39
から写真3.41で示すRCl配合は，RCl20の場合，腐食が発生していることが確認できる。RCl30
の一部分で若干，断面欠損が見られるが錆が 20℃保管より少なく，RCl40 では腐食の度合い
は小さかった。これより高温度ほど腐食が抑制されていることがわかる。また，RCl30，RCl40
の鉄筋に白い生成物のようなものが付着しており鉄筋付近で生成されたアルカリシリカゲル
によって鉄筋が保護されたことが考えられる。図3.29では，RCl配合は，環境温度が高くな
ると腐食減量率が小さくなっていた。 
 図3.31より，RCl配合における各保管温度の供試体中の鉄筋腐食減量率と，コンクリート
の（温水抽出塩分/全塩分）の関係を示す。ここに示されるように，本実験条件では保管温度
が高いほど鉄筋腐食減量率が小さくなり，（温水抽出塩分/全塩分）の値も小さくなっている。
これより ASR反応生成物は，直接鉄筋の保護膜として作用するだけでなく，Cl－固定化にも
寄与する可能性があると考えられる。一方，NCl配合においては保管温度が異なっても鉄筋
腐食減量率はほぼ同一であった。 
 
  
 
写真3.36 20℃保管鉄筋外観（NCl20） 写真3.37 30℃保管鉄筋外観（NCl30） 
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 写真3.40 30℃保管鉄筋外観（RCl30）     写真3.41 40℃保管鉄筋外観（RCl40） 
 
  
  写真3.42 塩水浸漬20℃鉄筋外観（N20）  写真3.43 塩水浸漬30℃鉄筋外観（N30） 
 
  
  写真3.44 塩水浸漬40℃鉄筋外観（N40）  写真3.45 塩水浸漬20℃鉄筋外観（R20） 
 
    
 写真3.46 塩水浸漬30℃鉄筋外観（R30）  写真3.47 塩水浸漬40℃鉄筋外観（R40） 
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図 3.29 内在アルカリ鉄筋腐食
減量率 
  図3.30 塩水浸漬鉄筋腐食    
  減量率 
写真3.38 40℃保管鉄筋外観（NCl40） 写真3.39 20℃保管鉄筋外観（RCl20） 
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 写真3.42から写真3.44に示す普通骨材を使用した N配合では，浸漬温度が高くなるにつ
れて腐食進行が大きくなっており，N40で一部分で若干，断面欠損が生じている。写真3.45
から写真3.47に示す反応性骨材を使用した R配合では，20℃塩水浸漬の R20では，R30，R40
と比較して腐食が進行している。R30と R40を比較すると R40の白色生成物量が多いようで
ある。   
 図3.30は，塩水浸漬供試体よりはつり出した鉄筋の腐食減量率を示す。内在アルカリの場
合と異なり N配合では浸漬温度が高くなると腐食減量率も大きくなっており，鉄筋外観写真
と相関が見られた。R 配合では，浸漬温度が高くなると腐食減量率も小さくなっており，鉄
筋のアルカリシリカゲルによって腐食が抑制されていることが考えられる。 
 以上の結果より，腐食減量率は普通骨材を使用した場合，内在アルカリでは温度による違
いは見られないが塩水浸漬では温度が高くなると腐食減量率も大きくなる。反応性骨材を使
用した場合，内在アルカリ，塩水浸漬とも温度が高くなると腐食減量率も小さくなる。 
 
  
図3.31 腐食減量率と温水抽出塩分／全塩分 
51 
 
3.9 本章のまとめ 
 本章で塩害とASRの複合劣化機構検討としてアルカリ供給形態の違いついて検討により得
られた結果をまとめると以下のようになる。 
 
(1)  反応性骨材を使用した内在アルカリ供試体（初期含有 R2O 量；NaCl で 10kg/m3）は，
塩水浸漬供試体（NaCl 濃度 10％）よりも早期に膨張が開始し，20℃あるいは 30℃保管の場
合に比べて 40℃保管の場合がコンクリートの膨張開始が早く，最終膨張率も大きくなった。 
 
(2)  反応性骨材を使用した塩水浸漬供試体は，20℃で浸漬を行うと膨張は生じなかったが，
40℃で浸漬を行った供試体は約 200 日，30℃で浸漬を行った供試体は約 600 日からひび割れ
を伴う膨張が生じており，塩水浸漬 1100日後の膨張率も環境温度が高いほど大きくなった。 
 
(3)  塩水浸漬 1100 日後における普通コンクリートの外観は塩害特有の軸に沿ったひび割れ
のみが見られたが，反応性骨材を用いた供試体外観は 40℃環境で ASR特有の亀甲状のひび割
れが見られ，30℃環境で軸方向のひび割れと亀甲状のひび割れが生じ，20℃環境でひび割れ
が確認されなかった。また，普通コンクリートでは錆汁の滲出が見られたが，反応性骨材を
用いた場合では確認されなかった。 
 
(4)   Cl－の浸透は普通コンクリートより，反応性骨材を用いたコンクリートの方が抑制され
ていた。また，Cl－の拡散係数を算出すると普通コンクリートは高温保管ほど大きくなるのに
対し，反応性骨材を用いたコンクリートは高温保管ほど小さくなることがわかった。 
 
(5)   塩水浸漬 175日後(ASRによるひび割れ前)において，30℃，40℃保管の場合に，反応性
骨材を用いたコンクリート中の鉄筋位置 Cl－ 濃度は普通骨材を用いた場合より小さかった。
塩水浸漬 1100日後(ASRによるひび割れ後)において，普通コンクリートは，塩水浸漬温度が
高いほど鉄筋位置の Cl－濃度が高くなったが，反応性骨材を用いた場合は，ASR ひび割れに
よって多量の Cl－がコンクリート深部まで浸透した。 
 
(6)   鉄筋は，反応性骨材を用いた内在アルカリ供試体中の鉄筋は，40℃保管の場合が最も腐
食していなかったが，普通コンクリートは，環境温度の違いはほとんどなかった。また，反
応性骨材を使用した塩水浸漬供試体の場合，40℃保管の場合が最も腐食していなかったが，
普通コンクリートは，環境温度が高いほど腐食していた。 
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第４章 塩害とASRの複合劣化補修工法としての電気化学的補修工法の適用 
 
4.1 はじめに 
 塩害と ASRの複合劣化に対する補修工法の選定は極めて難しく，現状では補修工法の確立
には至っていない。ここでは，リチウム系電解液に関して，①鉄筋防食，ASR膨張抑制効果
のある適切なリチウム塩を選択するための検討。②コンクリート表面の酸荒れの原因となる
電解液の pH低下を抑制し，コンクリート内へのリチウムイオンの浸透促進する電解液を探索
するためにリチウム塩の組合せによる検討を行った。また，外来アルカリ，内在アルカリに
より劣化状態の異なる複合劣化供試体に対してリチウム塩電解液により通電処理を行い通電
中，通電後の供試体の膨張挙動，鉄筋防食効果に与える影響を検討した。試験の流れを図4.1，
図4.2に示す。 
 
 
 
 
図4.1 リチウム系電解液に関する電気化学的補修工法に関する検討 
 
 
 
リチウム塩の組み合わせ検討（電解液pH保持性，電気浸透性）
通電温度30℃，8週間
電流密度1.0A/m2 電解液・・・
飽和Ca(OH)2， 1.2%Li2CO3
10%LiOH，23%Li2SiO4，
30%LiNO3(30，40℃） 5種類
リチウム系電解液に関する検討
供試体作製 W/C=55％，非反応性骨材：反応性骨材＝3：7
初期含有R2O量･･･NaCl（10kg/m3）
封緘養生14日間 封緘養生28日間
通電温度40℃，8週間，電流
密度2.0A/m2
電解液･1.5%Li2CO3（0.6%H3BO3
添加） ･1.5%Li2CO3(0.6%H3BO3
添加）+21%LiOH（1:1）
･30%LiNO3+21%LiOH(6：4)
3種類
モルタル円柱
φ100×200mm
封緘養生28日間
電気泳動試験
定電圧6V，電解液
30℃，40℃ 電解液，
通電同様 3種類
陽極･･･Li＋電解液
陰極･･･Ca(OH)2
RC角柱供試体：100×100×300mm
丸鋼φ13を中央に配置
ASR促進（40℃，95%R.H.)
コンクリ－ト膨張率，電気
化学的モニタリング（自然
電位，分極抵抗，コンク
リート抵抗）
約1年後
供試体割裂 鉄筋腐食減量，白色ゲル分析
コンクリート中のイオン濃度分布（Cl－，Na＋ ， K＋ ， Li＋）
Li＋流束の算出
Li＋の実効拡散係数
の算出
電解液種類検討
電解液pH経時変化
陰極中Li＋濃度経時変化
90日後
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図4.2 複合劣化後の電気化学的補修工法に関する検討 
 
 
4.2 実験概要 
4.2.1 コンクリート配合および使用材料 
（１）電解液種類に関する検討 
 本実験で用いたコンクリートの配合を表 4.1に，使用材料の概要を表 4.2に示す。セメン
トは普通ポルトランドセメントとし，水セメント比(W/C)55％，細骨材/粗骨材率(s/a)48％で一
定とした。塩害と ASRの複合劣化状態を想定して反応性骨材を用いるとともに，アルカリと
して NaClを添加した。初期混入 R2O量は，厳しい劣化促進環境を想定して 10kg/m3となるよ
うに NaClで調整し，練混ぜ水に溶解した形でコンクリートに混入した。細骨材は非反応性骨
材（S1）鳴門市撫養町産砕石と反応性骨材（S2）北海道安山岩砕砂を 3:7 の質量比でペシマ
ム混合した。粗骨材も細骨材同様に非反応性骨材（G1）鳴門市撫養町産砕石と反応性骨材（G2）
北海道安山岩砕砂を 3:7の質量比でペシマム混合した。また，それぞれの配合に AE減水剤（ポ
ゾリス No.70）を 1.5kg/m3（セメント量の 0.4％），AE剤（ポゾリス 303A）を 0.02kg/m3（セ
メント量の 0.006％）を混入した。 
 
複合劣化後の通電に関する検討
350日間経過後
通電1日8時間のみ40℃それ以外，外気
温，8週間，電流密度2.0A/m2 ，
電解液50%LiNO3
120日間後
内在アルカリ 外来アルカリ
1100日間経過後
ASR促進（40℃，95%R.H）保管
コンクリ－ト膨張率，電気化学的モニタリング（自然電位，分
極抵抗，コンクリート抵抗）
供試体割裂，鉄筋外観観察，コンクリート中のイオン濃度分布（Cl－，Na＋，K
＋，Li＋），EPMA面分析（Cl，Na)
240日間後
第3章 塩害とASRの複合劣化機構検討試験供試体
通電40℃，8週間，電流密度1.0A/m2 ，電解
液50%LiNO3＋5%LiOH（95：5）
（４週間経過後，電解液交換）
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表4.1 コンクリートの配合 
s/a W/C 
単位量(kg/㎥) 
C W S1 S2 G1 G2 AE減水剤 AE剤 NaCl 
48 55 338 186 250 591 261 641 1.5 0.02 15.1 
 
表4.2 供試体使用材料の概要 
材料名 種類 物性 
セメント 普通ポルトランドセメント 密度 3.16g/㎝³、R₂O量＝0.56％ 
非反応性細骨材 
（S1） 鳴門市撫養町産砕砂 
表乾密度 2.55g/㎝³、絶乾密度 2.50g/㎝³ 
吸水率 2.30％、粗粒率 6.63F.M. 
反応性細骨材 
（S2） 北海道産安山岩砕砂 
密度 2.56g/㎝³、 
アルカリ濃度減少量 Rc:135mmol/l 
溶解シリカ量 Sc:778mmol/l 
非反応性粗骨材 
（G1） 鳴門市撫養町産砕石 
Gmax＝15㎜、表乾密度 2.56g/㎝³ 
絶乾密度 2.50g/㎝³、真密度 2.65g/㎝³ 
吸水率 2.16％、粗粒率 7.03F.M. 
反応性粗骨材 
（G2） 北海道産安山岩砕石 
密度 2.68g/㎝³ 
アルカリ濃度減少量 Rc:135mmol/l 
溶解シリカ量 Sc:778mmol/l 
 
（２）リチウム塩の組み合わせに関する検討 
 本実験で用いたコンクリート及びモルタルの配合を表 4.3に，使用材料の概要を（１）の
表4.2に示す。 
表4.3 コンクリートの配合 
配合名 s/a W/C 
単位量(kg/㎥) 
C W S1 S2 G1 G2 AE減水剤 AE剤 NaCl 
コンクリート 48 55 324 178 245 597 266 646 1.62 2.59 15.4 
モルタル 48 55 276 178 387 900 － － － － 24.3 
 
（１）同様に水セメント比(W/C)55％，細骨材/粗骨材率(s/a)48％で一定とした。初期混入 R2O
量は，厳しい劣化促進環境を想定して 10kg/m3となるように NaClで調整し，練混ぜ水に溶解
した形でコンクリートに混入した。細骨材は非反応性骨材（S1）阿波市市場産硬質砂岩砕砂
と反応性骨材（S2）北海道安山岩砕砂を 3:7 の質量比でペシマム混合した。粗骨材は非反応
性骨材（G1）板野町大坂産砂岩砕石と反応性骨材（G2）北海道安山岩砕砂を 3:7の質量比で
ペシマム混合した。 
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（３）複合劣化後の通電に関する検討 
 本実験のコンクリート概要を第 3章，3.2.1に，コンクリート配合を表3.1に，使用材料の
概要を表3.2，表3.3に示す。 
 
（４）コンクリートのフレッシュ性状および圧縮強度試験結果 
 本実験で用いたコンクリートのフレッシュ性状および材齢 28日の圧縮強度を表4.4に示す。 
表中の圧縮強度は 3本の供試体の平均値とした。 
 
表4.4 コンクリートのフレッシュ性能および圧縮強度試験結果 
検討名 スランプ（cm） 空気量（%） 圧縮強度（N/mm2） 
電解液種類に関する検討 6.0 3.2 31.0 
リチウム塩の組み合わせによる
pH改善検討 16.0 8.0 33.2 
複合劣化後の通電に関する検討
（外来） 17.0 5.5 38.9 
複合劣化後の通電に関する検討
（内在） 17.0 5.7 34.3 
 
 
4.2.2 供試体作製と養生・促進条件 
供試体の寸法は電解液種類に関する検討，リチウム塩の組み合わせに関する検討では，図
4.3に示すように 100×100×300mmの角柱供試体とし，正方形断面中央位置に丸鋼 φ13を配置
した。鉄筋は図 4.3に示すように 340mm の長さで底面から 40mm 浮かせ，埋め込み長さを
270mmとした。また，圧縮強度試験用に φ100×200mm円柱供試体を作製した。また，リチウ
ム塩の組み合わせに関する検討では，角柱供試体の他に電気泳動試験用に φ100×200mm円柱
モルタル供試体を作製した。角柱供試体は，コンタクトゲージ用のチップを側面 2 面に 4 個
ずつ貼り付けた。鉄筋軸方向の基長は 200mm，軸直角方向の基長は 50mmとした。いずれの 
試験供試体は図4.3に示すように暴露面(通電面)一面以外をエポキシ樹脂で塗布した。 
養生は 28日間，20℃恒温室中で封緘養生とした。複合劣化後の通電に関する検討では，図
4.3に示すように 100×100×300mmの角柱供試体とし，図4.4に示すようにかぶり 25mm位
置に丸鋼φ13 を配置した。鉄筋は図 4.3に示すように 340mmの長さで底面から 40mm浮か
せ，埋め込み長さを 270mmとした。また，圧縮強度試験用にφ100×200mm円柱供試体を作
製した。角柱供試体は，コンタクトゲージ用のチップを側面 2 面に 4 個ずつ貼り付けた。鉄
筋軸方向の基長は 200mm，軸直角方向の基長は 50mmとした。 
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図4.3 供試体サイズ，チップ位置，鉄筋位置，鉄筋長さ 
   
図4.4 複合劣化後の通電に関する検討供試体，鉄筋位置 
 
 供試体は図 4.3に示すように暴露面(通電面)一面以外をエポキシ樹脂で塗布した。養生は
14日間，20℃環境で封緘養生とした。塩水浸漬供試体（R）は，NaCl濃度 10％で 20℃，30℃，
40℃の塩水に 1100日間浸漬させて後に通電処理を行った。一方，内在アルカリ供試体（N）
は，供試体を湿布で包み，ジップ付きのビニール袋に入れた状態で 20，30，40℃の恒温室に
て 350日間の保管終了後に通電処理を実施した。 
25
100
100
丸鋼Φ13(SR235)
単位:ｍｍ 
58 
 
4.2.3 通電処理 
（１）電解液種類に関する検討 
 電解液に用いるリチウム塩としては，検討実績のある LiOH，Li2CO3に加え海外で使用実績
があり溶解度の高い LiNO3，近年表面含浸材として注目されている Li2SiO4，比較として
Ca(OH)2を使用した。通電処理は，脱塩工法の標準レベルを想定し，図4.5に示すように陽極
材にチタンメッシュ，陰極をコンクリート中の鉄筋として直流電流を供給した。電流密度は
コンクリート表面に対して 1.0A/m2，通電期間は 8週間とし，供試体を電解液中に浸漬して行
った。通電終了後，供試体は湿布で包み，ジップ付きビニール袋に入れ 40℃の恒温室にて保
管した。通電処理の電解液として表4.7に示す 6種類の溶液を用意した。Li濃度は，難溶 
性の Li2CO3を除いて，約 3％で一定となるように調整した。通電時の電解液温度は Li＋浸透
を促進するために 30℃を標準レベルとし，LiNO3溶液のみ，40℃の場合も設定した。 
通電中の温度制御は写真4.1に示すように電解液中に挿入した棒状ヒーターで行った。 
 
   
      図4.5 通電概略図         写真4.1 通電の様子 
 
表4.7 電解液一覧 
溶質名 濃度（％） Li濃度（％） 温度（℃） 
LiOH 10 3.0 30 
Li2CO3 1.2（飽和） 0.22 30 
Li2SiO4 23 2.9 30 
LiNO3 30 3.0 30 
LiNO3 30 3.0 40 
Ca(OH)2 0.2（飽和）  30 
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（２）リチウム塩の組み合わせに関する検討 
 複数のリチウム塩を組み合わせてコンクリート表面の酸荒れの原因となる電解液の pH 低
下を抑制しつつ，コンクリート内への Li＋の浸透促進を目的とした。通電処理は，（１）と同
様に脱塩工法の標準レベルを想定して，電流密度はコンクリート表面に対して 2.0A/m2，通電
期間は 8 週間とし，供試体を電解液中に浸漬して行った。通電処理の電解液として表 4.8に
示す 3種類の溶液を用意した。Li2CO3に外割りで H3BO3添加は，電気浸透の起こりやすい分
子溶液である Li2CO3による Li＋の浸透を期待と pH 安定性のために H3BO3を用いた。Li2CO3
に外割りで H3BO3添加＋LiOHは，Li2CO3は溶解度が低く電解液の Li＋濃度が低いため，溶解
度の高い LiOHと混合割合 1：1で組み合わせることによって高濃度の Li＋の浸透を期待し用
いた。LiNO3＋LiOH は，溶解度の高い LiNO3と電解液の pH 保持しながら Li＋の浸透を期待
して用いた。通電終了後，供試体は湿布で包み，ジップ付きビニール袋に入れ 40℃の恒温室
にて保管した。通電時の電解液温度は，棒状ヒーターによって 40℃に保持した。 
 
                表4.8 電解液一覧 
溶質名・濃度（wt％） 電解液混合割合 Li濃度(mol/l) 
1.5％Li2CO3(0.6％H3BO3添加) － 0.4 
1.5％Li2CO3(0.6％H3BO3添加)
＋21％(5N)LiOH 1：1 2.7 
30％LiNO3＋21％(5N)LiOH 6：4 4.6 
 
（３）複合劣化後の通電に関する検討 
 内在アルカリ供試体の複合劣化後の通電処理は，（１）と同様に脱塩工法の標準レベルを想
定して，電流密度はコンクリート表面に対して 2.0A/m2，通電期間は 8週間とし，供試体を電
解液中に浸漬して行った。電解液は，既報[1]で Li＋の浸透が顕著に促進された LiNO3溶液を
用いたが，濃度はより高濃度の 50％とした。電解液温度としては，夏季の通電を想定し，1
日 8 時間だけ 40 ℃でその他の時間は室温（約 20 ℃）となるようにタイマ－付き棒状ヒ－
タ－で制御した。塩水浸漬供試体の複合劣化後の通電処理は，（１）と同様に脱塩工法の標準
レベルを想定して，電流密度はコンクリート表面に対して 1.0A/m2，通電期間は 8 週間とし，
供試体を電解液中に浸漬して行った。電解液は，膨張抑制効果が最も期待できた LiNO3に pH
保持のために LiOHを添加した LiNO3(50%)＋LiOH(5%) ＝ 95:5の溶液とし，通電温度の電解
液温度は棒状ヒーターにて 40℃に設定した。本実験では通電処理 4 週間経過後に pHの低下
が確認されたので電解液を LiNO3(50%)＋LiOH(5%) ＝ 95:5 の新しい電解液に入れ替えて通
電処理を行った。 
 
4.2.4 化学分析 
 所定の通電処理直後に，コンクリート中の各種イオン（Cl－，Na＋，K＋，Li＋）濃度分布を 
測定した。 
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 化学分析時のコンクリート供試体の切断方法を図 4.6は，電解液に関する検討，リチウム
塩の組み合わせに関する検討の供試体，図 4.7は複合劣化後の通電に関する検討の供試体の
切断方法を示す。コンクリート中各種イオン濃度の測定は，図 4.6，図 4.7に示すように切
出した厚さ 10mmのコンクリートプレート 8枚をそれぞれ微粉砕し，150μm以下に粒度を調
整した。塩化物イオン濃度（Cl－）は，第 3章 3.2.6の塩化物イオン濃度に示すように JIS A 1154
に準拠し，全塩化物イオン濃度，温水抽出塩化物イオン濃度を電位差滴定法により測定した。
その他の陽イオン濃度は，第 3章 3.2.6のナトリウム濃度に示すように硝酸により抽出処理を
行った溶液試料に対して原子吸光光度計を使用して定量した。 
 
4.2.5 EPMA法によるコンクリート面分析 
 リチウム塩の組み合わせに関する検討，複合劣化後の通電に関する検討で所定の通電処理
直後に，EPMA 分析による鉄筋近傍コンクリート中の各種元素の分布状態を調べた。EPMA
分析時のコンクリート供試体の切断方法を図 4.8に示す。EPMA 分析は，土木学会規準
JSCE-G574-2013「EPMA法によるコンクリート中の元素の面分析方法（案）」に準拠して行っ
た。 
 EPMAの前処理条件として試料を切断機を用いて図4.8のように 80×80mmに切断後，メタ
クリル酸メチル樹脂（MMA）を用いて分析面以外を包埋し耐水研磨紙（～#2000）で分析面
を平滑に研磨後，40℃，1 昼夜以上真空乾燥機内で脱気乾燥してカーボン蒸着による導電処
理を行う。一方，EPMA による面分析結果を利用してセメントペースト中に存在している塩
素（Cl），ナトリウム（Na）濃度分布を作成した。 
 セメントペーストの識別方法としては，図 4.9に示すように面分析により測定した Ca と
Siのデータを用いて，各元素のヒストグラムや SiO2／CaO散布図を作成することにより，セ
メントペースト部分を推定して識別することができる。そこで「相分析プログラム」の機能
を用いて識別を行った。ヒストグラムでは，それぞれの化合物における頻度分布がわかるが，
セメントペースト部分の推定はむずかしい。しかし，SiO2／CaO の散布図を用いることで，
図4.6 電解液，リチウム塩の組み合わ
せ検討の化学分析供試体切断方法 
図4.7 複合劣化後の通電検討の化学
分析供試体切断方法 
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セメントペースト，骨材，これらが混在した箇所の推定が可能となる。 
 
 
図4.9：セメントペーストの認識方法 
 
   
 
ａ）CaOのヒストグラム ｂ）SiO2のヒストグラム 
ｃ）SiO2／CaOの散布図 ｄ）セメントペーストとして識別された部分 
（キャプチャー画面 右下の赤色のマップ） 
図4.8 EPMA切断概略図 
写真4.2 EPMA分析装置 
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散布図の場合，セメントペースト（CaO＝40%，SiO2＝20%付近が中心）と骨材（CaO＝<5%，
SiO2＝50～60%付近が中心）の組成を持つピクセルとともに，これらの中間の組成を持つピク
セルが存在していることが確認される。これは 1 ピクセル中に，セメントペーストと骨材が
混在している箇所と推定される。セメントペーストの判別条件を，CaO：15 ～ 55 %，SiO2：
5 ～ 40 % で囲まれる範囲として行った。分析装置は，写真4.2に示す日本電子㈱製 EPMA  
JXA-8200を使用した。 
  
4.2.6 コンクリート膨張率の測定 
 通電処理後に促進 ASR環境（40℃，95％R.H.）で保管された供試体についてコンクリート
膨張率測定前日に供試体を20℃の恒温室に移動し，第3章3.2.3に示すとおりJIS A 1129-1:2010
モルタル及びコンクリートの長さ変化測定方法-第 2 部:コンタクトゲージ法に準拠して測定
を行った。 
 
4.2.7 鉄筋の電気化学的モニタリング 
 第 3章 3.2.4に示すとおり鉄筋の電気化学的モニタリングの項目として，自然電位，分極抵
抗，コンクリート抵抗を測定した。照合電極として飽和塩化銀電極(Ag/AgCl)を，対極にはチ
タンメッシュを用いた。 
 
4.2.8 鉄筋外観観察 
 第 4 章 4.4 で通電処理を行った電解液種類に関する検討，第 4 章 4.6，4.7 で通電処理を行
った複合劣化後の通電に関する検討の試験供試体を所定の促進 ASRを行った後，供試体を割
裂し鉄筋を採取し外観観察を行った。 
 
4.2.9 コンクリート割裂後の白色物質分析 
 電解液種類に関する検討供試体は，養生終了後 300 日経過後にコンクリートを割裂し，内
部に分布する白色物質の SEM観察と化学分析による成分分析を行った。白色物は，ピンセッ
トを用いてガラス製比色管にサンプリングを行い，硝酸溶液中にて加温，分解を行い定容後
ICP発光分光分析装置にて定量分析を行った。酸不溶残分は，SEM-EDS法により元素分析を
行い SiO2であることを確認した。その後，酸不溶残分の重量を測定することにより SiO2とし
て定量した。ICP発光分光分析装置は，Vista-PRO 日立ハイテクサイエンス製，SEMはSU6600 
日立ハイテクノロジーズ製，EDSは INCA X-act オックスフォード・インストゥルメンツ 
製を使用した。分析は，写真 4.3から写真 4.6において実体顕微鏡を用いてコンクリートよ
りピンセット，針を用いて試料をガラス製スピッチに採取した。その後，写真 4.7において
白色物をガラス製比色管にサンプリングを行い精密天秤にて精秤を行い，写真4.8，写真4.9
で精秤後の比色管に硝酸50％溶液を添加し水浴中で4時間加温し，分解を行い5mlに定容後，
写真4.10に示すように ICP発光分光分析装置にて Li，Ca，Na，Kの定量分析を行った。 
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写真4.3 実体顕微鏡による試料採取      写真4.4 ピンセットで白色物採取 
    
写真4.5 針で白色物を削り落とす      写真4.6 ガラス製スピッチに採取 
    
写真4.7 白色物秤量           写真4.8 硝酸添加作業 
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写真4.9 水浴にて酸可溶分の抽出     写真4.10 ICP発光分析装置で定量 
 
4.3 電気泳動試験 
 リチウム塩の組み合わせに関する検討においてモルタル円柱供試体は，28日間封緘養生終
了後にコンクリートカッターを用いて厚さ 10mm の円盤プレートを切出し，このプレートを
供試体として Li＋の電気泳動試験を行った。試験方法は土木学会規準 JSCE-G-571-2003「電気
泳動によるコンクリート中の塩化物イオンの実効拡散係数試験方法（案）」に準じることとし
た。本実験は，陽極側溶液に各種リチウム溶液，陰極側溶液に飽和水酸化カルシウム溶液を
用いた。 陽極側溶液は表4.8に示す 3種類のリチウム溶液を用いた。図4.10に電気泳動試
験概略図，写真4.11に電気泳動試験の状況を示す。通電処理は定電圧制御（6V）とし，陰極
側で Li＋濃度の増加割合が定常状態となった時点で試験を終了とした。通電温度は 30，40℃
の 2 水準を設定した。測定方法として，陰極側溶液から定期的に 1mlサンプルを採取し，採
取した溶液を 100倍希釈したものをイオンクロマト分析装置（東亜ディーケーケ㈱製 IA-300）
を用いて Li＋濃度を測定した。 
 JSCE-G-571-2003の Cl－の実効拡散係数（De）の計算方法に準じて(4.1)式を用いて Li＋の実
効拡散係数を，(4.2)式を用いて定常状態における Li＋の流束を算出した。 
              De＝ JLiRTL
|ZLi|FCLiΔE
    （4.1） 
 
ここに，JLi：定常状態における Li＋の流束(mol/(cm2/年)，R：気体定数(J/(mol/K))，T：絶対温
度測定値(K)，|ZLi|：Li イオンの電荷，F：ファラデー定数(C/mol)，L：供試体厚さ(mm)，Cli:
陽極側の Li＋濃度測定値(mol/L)，ΔE：電極間電位差(V) 
             JLi＝V
Ⅱ
A
ΔcⅡLi
Δt
    （4.2） 
 
ここに，JLi：Li＋の定常状態における流束(mol/(cm2・年))，VⅡ：陽極側の溶液体積(L)，A：
供試体断面積(cm2)，ΔcⅡLi /Δt：陰極側 Li＋濃度の増加割合((mol/L)/年) 
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図4.10 電気泳動試験概略図       写真4.11 電気泳動試験状況 
 
4.4 電解液種類に関する検討 
4.4.1 通電後の各種イオン濃度分布 
 通電終了直後のコンクリート中の全 Cl－，
R2O量およびLi＋濃度分布を図4.11に示す。
但し，R2O量は Na2O＋0.658K2Oにより算出
した。Cl－濃度および R2O量分布より，電解
液種類によらず，通電を行った供試体は，
無通電供試体（N）と比較して Cl－濃度が低
減される脱塩効果が得られるとともに，陰
極であるコンクリート中の鉄筋を中心にア
ルカリの集積が確認できる。リチウム塩種
類の影響は比較的小さいが，LiOH 溶液は，
かぶり部分の脱塩量がやや低い。この原因
として，電解質溶液中における電荷の移動
はイオンの移動によるものであり，その中
の 1 種類のイオンに着目して，その移動に
より電荷の運ばれる割合を輸率[2]と言うが，
OH－の輸率が大きくなった可能性がある。
40℃の LiNO3溶液は，他の 30℃電解液より
も脱塩効果が大きく，逆にアルカリの集積
は抑制されている。これは，既往の検討に
よりLi2CO3溶液で上田らが確認した[3]傾向
と一致している。 
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Li＋濃度分布 
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 図4.11の Li＋濃度分布によると，リチウ
ム塩溶液を電解液として通電を行うこと
で，コンクリート表面付近の Li＋濃度が大
きくなっているが，30℃の電解液では，リ
チウム塩種類によらず，Li＋の浸透深さは
25 mm程度にとどまっている。これに対し
て，40℃の LiNO3溶液を電解液とした場合
には，Li＋の浸透量および浸透深さともに
顕著に増大しており，陰極である鉄筋付近
まで到達している。Folliardらは[4]ASR反
応による構造物へ電気浸透工法によって
LiNO3を浸透させる補修工事を行ったこと
が報告されていることより比較的容易に
電気浸透した可能性と電解液温度を上げ
たことによる温度の駆動力により Li＋の浸
透量および浸透深さともに顕著に増大し
可能性が考えられる。既往の検討[3]では，
Li2CO3 溶液を用いて 40℃で通電したとこ
ろ，鉄筋近傍に Li＋が集積した。ただし，
この際には電流密度として 2 A/m2を採用しており，今回の実験とは電流密度が異なり Li＋の
浸透は抑制されていると考えられる。 
 
4.4.2 通電後のコンクリート膨張率の経時変化 
 各種電解液により通電後のコンクリ－ト膨張率経時変化を図4.12に示す。鉄筋軸方向の膨
張に関しては，無通電の Nに対して通電を行った供試体の膨張率が抑制されている。これは，
既往の検討で示したように通電に伴い Li＋がコンクリート中に浸透した[5]（図 4.11）ことに
起因するものと考えられ，特に Li＋の顕著な浸透が認められた 40℃の LiNO3溶液を用いた場
合に最も大きな膨張抑制効果が得られている。 
 軸直交方向の膨張率は，鉄筋拘束の影響がないことから全体に大きくなっているが，鉄筋
軸方向の場合と同様に，LiNO3溶液の膨張抑制効果が大きく，次に Li2CO3溶液の効果が高い。
LiNO3を添加したモルタル細孔溶液中の OH－濃度は LiOH などを添加した場合と比較して低
くなることが報告[5]されており，このことが，膨張抑制効果増進の一因となっているものと
考えられる。 
 
4.4.3 通電後の鉄筋防食効果 
 各種電解液で通電後の供試体中鉄筋の自然電位経時変化を図4.13，鉄筋の分極抵抗経時変
化を図4.14，コンクリート抵抗経時変化を図4.15に示す。図4.13によると，通電供試体は
図 4.12 通電後のコンクリート膨張率経
時変化 
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電解液種類によらずカソード分極の影響で鉄筋電位は-1000mV よりも卑な電位まで低下する
が，その後の酸素の供給による再不動化が進行することで，電位は徐々に貴変している。膨
張抑制効果が大きかった LiNO3溶液 40℃通電供試体は無通電供試体より貴な電位まで回復し
ているが，電位が十分に回復していない場合も見られる。これは，促進 ASR環境は高湿度環
境であるため，鉄筋の再不動態化が遅れていることと，促進 ASRによる膨張進行で供試体に
ひび割れが形成されたことが影響しているものと考えられる。図4.14によると，通電を行っ
た供試体は，腐食環境が改善されているにも関わらず通電後に低下した値が徐々に上昇して
いる。この現象について，上田らは[6]通電処理による電場の影響が徐々に緩和されていく現
象に対応しており，通電を行った場合，コンクリート中の鉄筋全体を大きくカソード分極す
るため，アノード反応抵抗は大きくなるが，カソード反応抵抗は極端に小さい特殊な電気状 
 
 
図4.14 通電後の分極抵抗経時変化 図4.13 通電後の自然電位経時変化 
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態になることが考えられると報告されている。図4.15によると電解液種類によらず全ての供
試体で通電後，促進 ASRにより値が徐々に上昇している。これは水和反応が促進されてコン
クリートが緻密化したことが考えられる。 
 
4.4.4 通電後の鉄筋外観 
 通電後 300 日間の促進 ASR を行った供試体からはつり出した鉄筋の外観を写真 4.12から
写真4.18に示す。全体的に腐食の程度は軽微であることから腐食減量の測定は行わなかった。 
  
   写真4.12 無通電 鉄筋外観        写真4.13 Ca(OH)2通電 鉄筋外観 
  
   写真4.14 LiOH通電 鉄筋外観      写真4.15 Li2SiO4通電 鉄筋外観 
  
   写真4.16 Li2CO3通電 鉄筋外観     写真4.17 LiNO3 30℃通電 鉄筋外観 
 
  写真4.18  LiNO3 40℃通電 鉄筋外観 
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 無通電の場合には，鉄筋に ASRゲルと考えられる白色物質の付着が見られ，付着していな
い部分では腐食の進行が見られる。Ca(OH)2通電の場合には，腐食の程度は軽微であるが ASR
ゲルと考えられる物質の付着が部分的に見られる。写真4.14から写真4.18の Li塩で通電し
た場合，腐食程度，白色物質の付着については軽微である。特に LiNO3溶液で通電した場合
には，無通電の場合のような局部的な腐食の進行は見られず，部分的に見られる腐食の程度 
も軽微であることから，通電による防食効果は得られていると言える。30℃通電の場合には，
白色物質の付着も軽微であるが，40℃通電の場合には，鉄筋全体に白色物質が付着している
ことから，通電時の電解液温度によって，反応生成物の種類や分布が変化しているものと考
えられる。今回の供試体は初期混入 Cl－濃度が約 9 kg/m3と大きく，膨張率も大きいが，本実
験の促進 ASR環境のような ASRの影響が卓越する場合には，ASRゲルの保護効果により腐
食の進行が抑制される場合がある。 
 
4.4.5 コンクリート内部に生成した白色物質の分析 
 LiNO3溶液による通電供試体および無通電供試体について，通電後 300日間の促進 ASRを
行った供試体を割裂した時の鉄筋近傍内部状態を写真4.19に示す。無通電供試体の場合には，
鉄筋周辺のコンクリート全体が白っぽく変色しているのに対して，通電供試体では鉄筋位置
周辺の空隙を充填するように白色物質の点在が確認され，空隙以外の部分はアルカリ集積の
影響か，黒っぽく変色している。 
 
 
(a)  無通電 
 
 (b) LiNO3 30℃通電 
分析箇所 
鉄筋位置 
分析箇所 
鉄筋位置 
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(C) LiNO3 40℃通電 
写真4.19  通電後300日間の促進ASRを行った供試体の内部状況（鉄筋近傍） 
 
 写真4.19内の赤丸で囲んだ部分に生成していた白色物の SEM観察結果を写真4.20に，さ
らに化学成分分析結果を表4.9に示す。これらから無通電の場合の白色物では，ASR生成物
の典型例であるアルカリ－カルシウム－シリカ型[7]の ASRゲルが見られる。一方，LiNO3溶
液で通電した場合には 1～3μｍ程度の粒子が凝集したような形態が観察され，通電温度が
30℃から 40℃に高くなることで粒子径が少し小さくなっている。表4.9より，通電に伴って
SiO2含有率が増加し CaO 含有率が減少していることから，ASR ゲルの剛性が低下[8]し，膨
張圧が低下したことが考えられる。さらに，40℃通電の場合には Li2Oが 10％程度検出されて
いることから，鉄筋近傍でも吸水膨張性の低い Li含有ゲルが生成していることがわかる。 
 
 
 
 
(ａ)  無通電(×500) (ｂ)  無通電(×500) 
分析箇所 
鉄筋位置 
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表4.9 白色物 成分分析結果 
試料名 定量結果（％） 
SiO2 Na2O K2O CaO Li2O 
無通電 69.1 8.2 0.8 21.9 ＜0.1 
LiNO3（30℃通電） 86.0 8.8 0.4 5.0 ＜0.1 
LiNO3（40℃通電） 74.8 4.9 0.4 7.6 12.3 
 
4.4.6 供試体外観状況 
 通電終了後，約 3ｹ月後促進 ASR環境（40℃，95％R.H.）に保管した供試体外観を写真4.21
から写真 4.27に示す。通電後，約 3 ｹ月後促進 ASR 環境後に N，LiOH，Li2CO3，Li2SiO4，
LiNO340で供試体に微細なひび割れが観察された。写真4.21に見られるひび割れは通電前の
恒温保管で発生したものである。写真 4.23，写真 4.24，写真 4.25で見られるひび割れは通
電で抑制できなかった ASRの影響，供試体の通電面と内部での水分量の違いによる影響が考
えられるが，現在のところ原因は不明である。また，写真4.27は通電後にすでにひび割れが
(ｃ)  LiNO3 30℃通電(×500) (ｄ)  LiNO3 30℃通電(×3000) 
(ｅ)  LiNO3 40℃通電(×500) (ｆ)  LiNO3 40℃通電(×3000) 
写真4.20  供試体内部生成白色ゲルのSEM画像 
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入っており，その後，ひび割れ部分が閉塞していることが確認できる。これは，コンクリー
ト中の Ca成分の析出によりひび割れが閉塞したと考えられる。写真4.26，写真4.27は，コ
ンクリート面は茶褐色に変色しており表面のペースト部分が溶解していた。これは，電極反
応により発生した H＋と LiNO3の NO3－との反応により HNO3が生成し電解液 pHが低下した
ためと考えられる。 
 
    
    写真4.21 N供試体 外観        写真4.22 Ca(OH)2供試体 外観 
    
    写真4.23 LiOH供試体 外観      写真4.24 Li2SiO4供試体 外観 
    
    写真4.25 Li2CO3供試体 外観      写真4.26 LiNO30供試体 外観 
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4.5 リチウム塩の組み合わせに関する検討 
4.5.1 モルタル供試体による電気泳動試験 
 通電温度 30，40℃における電気泳動セル陰極溶液中の Li＋濃度経時変化を図 4.16に示す。
また，陰極溶液中の Li＋濃度経時変化から（4.2）式を用いて求めた定常状態における流束を
図 4.17に示す。流束とは，Li＋濃度経時変化の傾きを示しており，流束が大きいほど定常状
態における Li＋の移動速度が大きいと考えられる。図4.16によると，通電温度を上げること
により全ての電解液で Li＋の移動が促進されている。また，図4.17より Li＋の流束は Li2CO3
が一番大きく，次いで LiNO3＋LiOH，Li2CO3＋LiOH の順であり Li2CO3が最も Li＋の移動が
起こり易いと考えられる。 
 これは，電離度の低い Li2CO3はモルタル
中の細孔壁面に形成される電気二重層の影
響を受けにくく比較的容易に電気浸透した
可能性がある。一方，強電解質である LiOH
を組み合わせた場合，Li＋がイオンとして電
気泳動するため，電気二重層から受ける電
気的反発力が強かったため電気浸透が起こ
りにくくなったため流束が小さくなったも
のと考えられる。一方，Li＋濃度の経時変化
より（4.1）式を用いて算出した実効拡散係
数を図4.18に示す。実効拡散係数が大きい
ほど Li＋の電気泳動がし易いといわれてい
る[9]。 
 
 
 
 
写真4.27 LiNO340供試体 外観 
図4.16 陰極側溶液のLi＋濃度の経時変化 
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 図 4.16の Li＋濃度経時変化では Li2CO3と LiNO3＋LiOH，Li2CO3＋LiOH と LiNO3＋LiOH
の差は同程度であるが，実効拡散係数は全ての通電温度において Li2CO3の値が極めて大きく
なっている。これは，（4.1）式の分母に陽極の Li＋濃度測定値を入力する必要があり，試験開
始時の Li＋濃度が小さいほど実効拡散係数が大きくなりやすいためだと考えられる。そのた
め，溶解度が低く電解液の Li＋濃度の低い Li2CO3の実効拡散係数が大きくなったと考えられ
る。本実験では Cl⁻の実効拡散係数の計算方法に準じて Li＋の実効拡散係数を算出した。本実
験のように電解液によって電解液の Li＋濃度が異なる場合，実効拡散係数を用いて Li＋の電気
泳動のし易さを比較することは難しいと考えられる。 
 
4.5.2 角柱コンクリートの通電試験 
 通電期間中の電解液 pHの経時変化を図4.19に示す。櫛田らは[1]，30％LiNO3溶液を用い
た通電中に硝酸の生成により写真4.26，写真4.27に示すように電解液の pHが低下し，コン
クリート表面が茶褐色に変色しペースト部分が溶解していたが，本実験では，LiOH溶液を組
み合わせることによって pH低下を防ぐことができ，コンクリート表面の酸荒れも見られなか
った。通電後のコンクリート表面状態を写真4.28に示す。 
 通電終了直後のコンクリート中の全 Cl－濃度，Li＋濃度分布を図 4.20，図 4.21に示す。Cl
－濃度は，本実験で用いた全ての電解液において通電温度 40℃，電流密度 2A/m2の通電条件
下で鉄筋位置を中心に初期添加Cl－量 9.3kg/m3に対してCl－濃度が約 1.0kg/m3まで低減されて
おり，高い脱塩効果が得られている。一方，Li＋濃度分布は，3種類の電解液全てでコンクリ
ート表面付近の Li＋濃度が大きくなっており，Li＋の浸透深さは 40mm程度に達しているもの
の，陰極である鉄筋付近の Li＋浸透はほとんど見られない。馬場らは[10]，本実験と同一の通 
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電条件で Li2CO3 を電解液で用いた場合，Li＋はコンクリート表面から鉄筋近傍の内部まで浸
透した。この時の通電後のコンクリート膨張率は 0.14％に対して本実験では 0.002％であった
ことからコンクリート膨張率が小さいことより Li＋の浸透を抑制したものと考えられる。ま
た，図4.21に示すコンクリート中のLi＋濃度分布ではLiNO3＋LiOHが一番大きいのに対して，
図 4.17に示す定常状態における Li＋流束では Li2CO3が一番大きく結果が異なった。これは，
通電後のコンクリート中の Li＋濃度は電気化学的な Li＋の浸透量と電解液中の Li＋濃度が考え
られる。本実験では，電解液中の Li＋濃度による拡散が卓越したことによる影響で LiNO3＋
LiOHが大きくなったと考えられる。 
 
 
写真 4.28 通電後のコンクリート表
面状態  図4.19 電解液pHの経時変化  
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図4.22  通電後コンクリート中鉄筋近傍のCl分布（EPMA面分析） 
通電面 
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 通電後の EPMA 面分析によるコンクリート中鉄筋近傍の Cl 濃度分布を図 4.22に示し，
EPMA面分析結果からの Cl濃度分布を図4.23に示す。図4.22，図4.23より LiNO3＋LiOH
の脱塩率が一番大きく Li2CO3，Li2CO3＋LiOHは，ほぼ同等であった。また，Li2CO3，Li2CO3
＋LiOH は，コンクリートかぶり部分の Cl 濃度が大きい。この理由として Li2CO3＋LiOH は
4.4.1で示したように LiOHの OH－の輸率が大きくなったことが考えられる。しかし，Li2CO3
の原因については現在のところ不明である。 
 通電後のコンクリート膨張率経時変化を図4.24に示す。無通電の供試体に対して通電を行
った供試体は膨張率が抑制されている。これは，図4.21に示したような通電に伴う Li＋の浸
透に起因するものと考えられる。しかし，現地点ではいずれの供試体も最大 0.05％程度と膨
張率が小さいことより Li＋による膨張抑制効果を判断するために，今後さらに長期的なコン
クリート膨張率の測定を継続する必要がある。 
 通電後の鉄筋防食効果として，供試体中鉄筋の自然電位経時変化を図4.25，鉄筋の分極抵
抗経時変化を図 4.26に示す。図 4.25によると，無通電供試体は腐食領域にあるが，通電供
試体は図4.13と同様にカソード分極の影響で鉄筋電位は-1000mVよりも卑な電位まで低下す
るが，その後の酸素の供給による再不動化が進行することで，電位は徐々に貴化方向に移行
している。しかし，促進 ASR期間が短い影響で電位が十分に回復していない。これは，促進
ASR環境は高湿度環境であるため，鉄筋の再不動態化が遅れていることも考えられる。図4.26
によると無通電供試体は分極抵抗が徐々に上昇しているが，図4.14と同様に通電処理を行っ
た供試体は図4.25で示すように腐食環境が改善されているにも関わらず，徐々には上昇して
いるが小さな分極抵抗を示している。 
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4.6 内在アルカリ試験体の複合劣化後の通電に関する検討 
4.6.1 通電後の各種イオン濃度分布 
 塩害と ASRの複合劣化が進行した供試体のコンクリ－ト中における通電後の全 Cl－，温水
抽出 Cl－/全 Cl－割合分布を図4.27，Cl，Na分布の EPMA面分析結果を図4.28，図4.29，EPMA
分析結果を用いての濃度分布を図 4.30，R2O（＝Na2O＋0.658K2O）量分布を図 4.31，Li＋濃
度分布を図4.32，Li/Naモル比を図4.33に示す。横軸は供試体コンクリ－ト表面からの距離
で，0mmが通電表面となる。また，図中には鉄筋配置位置を示している。 
 図4.27左図によると，保管温度によらず，初期混入 Cl－濃度である 9.1 kg/m3から大きな脱
塩効果が得られており，鉄筋近傍の Cl－濃度は 2.0 kg/m3程度まで低下している。また，かぶ
り部分や鉄筋背面からの脱塩量は過去の検討結果[1]よりも大きくなっているが，これは，劣
化進行によってコンクリ－ト中に発生した微細ひび割れが，通電によるイオン移動を促進し
た可能性がある。また，かぶり部分の脱塩量は保管温度が高いほどやや小さくなっており，
前述したような ASRゲルによる Cl－固定化によって脱塩量が若干低下したものと考えられる。
図4.27右図からは保管温度が温水抽出 Cl－の全 Cl－に対する割合に与える影響は明確ではな
いが，特に鉄筋背面部分では 40 ℃保管の場合に，温水抽出 Cl－濃度の割合が他の場合より低
下しているようであり，この点からも ASRゲルによる Cl－固定化が考えられる。 
 図4.28，図4.30の Cl濃度分布より鉄筋近傍（コンクリート表面から約 25～35mm）の Cl
濃度は 20℃保管の場合がもっとも低く，30℃あるいは 40℃保管では，全体的に残存 Cl 濃度
が高くなっていて，コンクリート表面付近は 30℃保管の残存 Cl 濃度が高い。これは，ASR
ゲルの粘性等の違いにより生じたものと考えられる。図4.28，図4.30では，図4.27左図よ
りも明確な保管温度の影響が見られ，ASRの進行が顕著な高温保管の場合の方が脱塩効果が
小さくなっていることがわかる。 
 
 
 
図4.27 通電後のCl－濃度と温水抽出Cl－/全Cl－割合分布  
0
2
4
6
8
0 10 20 30 40 50 60 70 80
全
C
l－
濃
度
（k
g/
m
3 ）
コンクリート表面からの距離(mm)
20℃保管
30℃保管
40℃保管
鉄筋
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
0 10 20 30 40 50 60 70 80
温
水
抽
出
C
l－
／
全
C
l－
コンクリ－ト表面からの距離(mm)
20℃保管
30℃保管
40℃保管
鉄筋
79 
 
 
 
 図 4.29，図 4.30の Na 濃度分布（鉄筋近傍），図 4.31より，Na＋及び K＋濃度から計算さ
れる R2O量は，陰極である鉄筋近傍で大きくなっているが，保管温度が最も高い 40℃の場合
の R2O集積量が最も大きくなっている。これに対して図4.32によるとコンクリ－ト表面から
の Li＋の浸透量は，40 ℃保管の場合に，最も小さくなっている。すなわち，ASRが進行した
場合に，通電による Na＋や K＋の移動は促進されるが，Li＋の浸透は抑制されている。 
図 4.28 通電後コンクリート中鉄筋
近傍のCl分布（EPMA面分析）  
図 4.29 通電後コンクリート中鉄筋
近傍のNa分布（EPMA面分析）  
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 これは，電解液から供給される Li＋は浸透過程で既存の ASRゲルに取り込まれて非膨張性
のゲルを生成するためと考えられる。ただし，劣化していない供試体に通電した既往の検討
結果[1]と比較すると，全体的に Li＋の浸透量や浸透深さは大きく，図4.33に示されるように，
芦田ら[11]や高倉ら[12]の検討より ASR 膨張抑制は様々な要因による影響を受けるが，Li/Na
モル比が 1.0 前後であれば膨張抑制効果が得られる可能性が高いと考えられている。本実験
では鉄筋近傍でも Li/Naモル比は 1.0を越えていることがわかる。 
4.6.2 通電によるコンクリート膨張抑制効果および鉄筋腐食効果 
 通電終了後促進環境に保管した供試体のコンクリ－ト膨張率経時変化，鉄筋自然電位経時
変化，鉄筋分極抵抗経時変化，コンクリ－ト抵抗経時変化をそれぞれ図 4.34から図4.37の
赤で塗りつぶしのプロット部分で示す。 
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 図4.34によると，本実験の範囲内では通電前の膨張率の大きさに関わらず，通電後の膨張
促進は認められない。また，図 4.35および図 4.36より，通電によるカソ－ド分極の影響で
大きく低下した自然電位が，促進 ASR環境下で徐々に貴変しており，分極抵抗の値も，通電
後の鉄筋再不動態化に伴って徐々に上昇していることが確認できる。これらの結果より，塩
害と ASRの複合劣化が生じた場合でも，通電による鉄筋防食効果が確認できる。また，図4.37
に示すように通電後にコンクリ－ト抵抗が大きく増大している。この原因は不明であるが，
Li＋を取り込んだ ASR ゲルが徐々にコンクリ－ト中の空隙を充填した可能性もあり，今後の
検証が必要である。 
 通電後 120 日間の促進 ASR を行った供試体からはつり出した鉄筋の外観を写真 4.30に示
す。写真4.29と比較すると，通電前と比較して腐食の進行を認められず，むしろ通電による
還元反応によって錆が除去されているようである。また，通電前の保管温度が高い場合には
ASRゲルと推定される白色物の残存が多く見られる。 
 
  
（ａ）20℃保管              （ａ）20℃保管 
 
  
（ｂ）30℃保管              （ｂ）30℃保管 
 
  
（ｃ）40℃保管              （ｃ）40℃保管 
写真4.29 恒温保管後の供試体からはつり  写真4.30 通電後促進ASR 120日間経過後に
出した鉄筋の外観                          供試体からはつり出した鉄筋の外観        
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4.7 外来アルカリ試験体の複合劣化後の通電に関する検討 
4.7.1 通電前後の各種イオン濃度分布 
 外来アルカリにより塩害とASRの複合劣化が進行した供試体のコンクリート中における通
電前後の全 Cl－濃度分布を図4.38，通電前後の温水抽出 Cl－/全 Cl－割合分布を図4.39，通電
前後の鉄筋近傍 Cl 分布の EPMA 面分析結果を図 4.40，通電前後の Na＋濃度分布を図 4.41， 
通電前後の鉄筋近傍 Na分布の EPMA面分析結果を図4.42，Li＋濃度分布を図4.43，Li/Naモ 
ル比を図 4.44に示す。横軸は供試体コンクリート表面からの距離で，0mm が通電表面とな
る。また，図中には鉄筋配置位置を示している。 
 通電により 20℃浸漬を除きかぶり部分，鉄筋背面部分から脱塩されている。鉄筋位置での
脱塩率を比較すると 20℃，30℃浸漬では 70％程度であるのに対して 40℃浸漬では 50％程度
と低い。これは，浸漬温度が高いと ASRが顕著に進行し ASRゲルによる Cl－固定化[13]によ
って脱塩量が低下したものと考えられる。また，40℃浸漬の場合にかぶり部分と比較して鉄
筋背面の Cl－量が残存している。これは，浸漬温度の違いにより生成している ASRゲルの粘
性等の違いにより脱塩率が低下したものと考えられる。本実験では，通電条件の電流密度が
1A/m2であり既往の研究で検討実績のある電流密度を 2A/m2に上げることにより脱塩量の向
上が期待できるものと考えられる。図 4.39では浸漬 20℃，30℃では通電により温水抽出 Cl
－/全 Cl－が低下しているが浸漬 40℃では通電前後においてほとんど変化が見られない。 
 これは，前述したように供試体に生成している ASR ゲルの粘性の違い，ASR ゲルによる
Cl－固定化等が要因として考えられる。図4.40より通電前後の鉄筋近傍の Cl分布を示してい
る。図 4.38でも示したように全ての供試体で鉄筋近傍の Cl 濃度は通電前と比較して通電後
で低減していることがわかる。40℃浸漬では，通電後かぶり部分，鉄筋近傍の Cl濃度は低減
できているが鉄筋背面の Clが残存していることが確認された。また，通電後のかぶり面の残
存 Cl濃度は通電前の Cl濃度に依存していると考えられる。 
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   図4.39 通電後のコンクリート中の  
   温水抽出Cl－/全Cl－割合分布 
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 図 4.41より通電後の Na＋濃度は陰極である鉄筋近傍で大きくなっているが，通電前の Na
＋量と比較しても 40℃浸漬の場合の Na＋量が最も大きくなっており次いで 30℃浸漬，20℃浸
漬の順である。第 4章 4.6.1で示したように内在アルカリ試験の通電後の供試体は，保管温度
が最も高い 40℃の場合の R2O 集積量が最も大きくなっている。本実験において，通電前の
Na＋量を考慮しても 40℃浸漬の場合，通電による Na＋量の移動は一番大きく促進されている。   
しかし，30℃浸漬の場合は通電前の Na＋量と比較しても鉄筋の集積量がさほど大きくなって
いない。第 3章 3.4，図3.12で示すように 30℃保管の場合に膨張が進行している途中段階で
あり，40℃保管の膨張挙動や ASRゲルの粘性等の性質が異なっており通電による Na＋の移動
を抑制した可能性が考えられる。 
 一方，図4.42で示す EPMA面分析による鉄筋近傍の Na+分布は，図4.41と同様に通電後
において浸漬温度が高くなるにしたがい鉄筋近傍に Na+の移動が促進されている。図4.41と
異なり通電前 20℃，30℃浸漬では，同じ程度の Na＋濃度であるが，通電後には 20℃浸漬と比
較して 30℃浸漬の場合が鉄筋近傍に Na+ の移動が促進されている。これは，通電後には供試
体にひび割れが発生しており，各分析試料を採取する位置によりイオン分布，ASRゲルの分
布状況にばらつきが生じているのではないかと考えられる。 
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 図4.43よりコンクリート表面からの Li＋の浸透量は，30℃浸漬が一番大きく 40℃浸漬，20℃
浸漬の順であり鉄筋位置まで Li＋が浸透していることがわかる。これは，通電前の供試体の
ひび割れ状況の違いや Li＋の浸透過程で ASR ゲルの性状変化により Li＋の浸透量が異なった
ものと考えられる。 
 図4.44で示されるように鉄筋位置の Li/Naモル比は 30℃浸漬において第 4章 4.6.1で示し
たように ASR 膨張抑制効果の目安である 1.0 を越えているが，40℃浸漬，20℃浸漬では 1.0
を若干下回った。本実験では，通電条件の電流密度が 1.0A/m2であり電流密度を 2.0A/m2に上
げることにより Li/Naモル比は 1.0を上回ることが可能と考えられる。 
 
4.7.2 通電によるコンクリート膨張抑制効果および鉄筋防食効果 
 通電終了後促進 ASR環境（40℃，95％R.H．）に保管した供試体のコンクリート膨張率経時
変化，鉄筋自然電位経時変化，鉄筋分極抵抗経時変化，コンクリート抵抗経時変化を図4.45
から図4.48の塗りつぶしのプロット部分で示す。 
 図4.45より，40℃で 56日間の通電処理を行ったところ，膨張率が R20℃供試体で 0.08％，
R30℃供試体で 0.12％ほど増加しており，R20℃供試体では通電処理後にひび割れが生じた。
R20℃供試体は，塩水浸漬の劣化過程では 20℃であるが通電処理が 40℃であり，通電時に塩
害による鉄筋腐食が促進されたことによりひび割れが生じたものと考えられる。しかし，通
電処理後は全ての供試体で膨張率の増加が横ばいとなり，通電処理による膨張抑制効果が得
られたものと考えられる。 
 図4.46より，自然電位は通電処理後にカソード分極の影響を受けて大きく低下したが，そ
の後，促進 ASR環境下で徐々に貴変している。これは，酸素の供給により，鉄筋の再不動態
化に伴って徐々に上昇していることが考えられる。また，R20℃の供試体については，比較的
早期に電位が貴変したが，R30℃および R40℃の供試体については，電位の貴変が緩やかであ
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るため，再不動態化の途中であると見られており，今後も継続して測定を行う予定である。
養生終了後からの分極抵抗の推移を図 4.47に示す。図 4.47より，自然電位と同様に R20℃
の供試体で分極抵抗が上昇しており，通電処理によって腐食環境が緩和されたことが考えら
れる。また，養生終了後からのコンクリート抵抗の推移を図4.48に示す。図4.48より，R20℃
環境においても通電処理後にコンクリート抵抗値の上昇が確認された。分極抵抗やコンクリ
ート抵抗の値についても，通電処理後からの期間が短く，今後とも測定を継続していく予定
である。 
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4.7.3 通電後促進ASR後の鉄筋外観，供試体割裂後の内部状況 
 通電後 280日間の促進 ASRを行った供試体からはつり出した鉄筋の外観を写真4.32に示
す。写真4.31と比較すると，通電前と比較して腐食の進行は認められず，むしろ通電による
還元反応により錆が除去されているようである。また，通電前の浸漬温度 30℃，40℃では ASR
ゲルと考えられる白色物の残存が多く見られる。 
 通電後 280 日間の促進 ASR を行った供試体を割裂した時のコンクリート内部状態を写真
4.33に示す。いずれの浸漬温度の供試体でかぶり部分の鉄筋周辺の黄丸で囲んだ部分に空隙
を充填するような白色物質が確認された。白色物質は第 4章 4.4.5で示したように電解液の成
分である Li含有のゲルが生成していると考えられる。 
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（ｂ）30℃浸漬 （ｂ）30℃浸漬 
（ｃ）40℃浸漬 （ｃ）40℃浸漬 
写真4.31 塩水浸漬1100日間後の供試
体からはつり出した鉄筋外観 
写真4.32 通電後促進ASR 280日間経過
後に供試体からはつり出した鉄筋外観 
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（ａ）20℃浸漬 
（ｂ）30℃浸漬 
（ｃ）40℃浸漬 
写真4.33 促進ASR 280日間経過後の供試体の内部状況 
かぶり
部分 
かぶり
部分 
かぶり
部分 
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4.8 本章のまとめ 
 本章で塩害とASRの複合劣化コンクリートに対する電気化学的補修工法の適用として各種
リチウム塩溶液を用いた通電に関する検討，リチウム塩の組合せた電解液に関する通電検討，
複合劣化後の通電に関する検討により得られた結果をまとめると以下のようになる。 
 
(1) 本実験で採用した各種電解液の中で通電後の膨張抑制効果は 30％LiNO₃溶液が高く，次
いで 1.2％飽和 Li2CO3溶液が効果的だった。電解液温度を 40℃とした 30％LiNO₃溶液は Li＋
の浸透量と浸透深さが最も大きく，通電によるコンクリート膨張抑制効果も最も大きくなっ
た。 
 
(2) 30％LiNO3溶液を電解液として 30，40℃通電した供試体の鉄筋近傍には粒子径の細かい
白色物が点在しており，40℃通電供試体の白色物中からは Liが検出された。 
 
(3)  30％LiNO3溶液を電解液として通電した場合，電解液 pHが低下したことにより，コンク
リート面は茶褐色に変色し，ペースト部分が溶解した。その対策として，30％LiNO3＋21％（5N）
LiOH＝6：4 に組み合わせた電解液により通電したところ，pH 低下を防止でき，コンクリー
ト表面の酸荒れも見られなかった。 
 
(4)  内在アルカリにより塩害と ASRの複合劣化が生じた供試体に対して，50%LiNO₃溶液を
用い，1日 8時間だけ電解溶液を 40℃として通電したところ，ASR膨張によりひび割れが生
じている 30℃，40℃の場合，通電に伴う Cl－や Li＋の移動が抑制され，Na＋や K＋の移動が促
進される傾向を示した。通電前のコンクリ－ト膨張率の大きさに関わらず，通電後の膨張促
進は認められず，通電による防食効果も確認されたが，コンクリート表面に酸荒れが見られ
た。 
 
(5)  塩水浸漬により塩害と ASR の複合劣化が生じた供試体に対して，50%LiNO3:＋5%LiOH
＝95：5の混合溶液を用いて通電した結果，通電 4週で pHの低下が見られたので電解液の交
換を行った。通電処理後の膨張増進は見られなかったが，20℃および 30℃供試体において通
電中に 0.1%程度の膨張促進が見られた。 
 
(6)  内在アルカリ，塩水浸漬により塩害と ASRの複合劣化が生じた供試体の通電後の供試体
からはつり出した鉄筋を観察した結果，通電前と比較して腐食の進行は認められず，むしろ
還元反応により錆が除去されていた。 
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第５章 実構造物へのリチウム系電解液を用いた電気化学的補修工法の適用 
 
5.1 はじめに 
 本章では，建設から 50数年経過した倉庫の鉄筋コンクリート壁の一部に対して，リチウム
系電解液を用いた通電を行った。当該倉庫は塩化ナトリウム（原塩）貯蔵倉庫として 10年ほ
ど前まで使用されていた。施工は，電気化学的防食工法の脱塩工法と同様に電解液としてリ
チウム塩溶液を用いて行った。また，約 30m離れた位置に塩化ナトリウム水溶液飽和槽が隣
接していて，同飽和槽からの飛来塩分を受ける場所である。 
 
5.2 実験概要 
5.2.1 事前調査 
 施工予定箇所のコンクリート壁より φ50mm程度のコアを採取し塩化物イオン，中性化試験，
残存膨張量測定，ASRゲル生成の有無。また，鋼材位置，鋼材径について調査した。写真5.1
は施工予定箇所の外観，写真 5.2は鋼材位置，鋼材径の外観，写真 5.3は中性化試験後コア
状況，写真 5.4は ASR ゲル生成確認状況，図
5.1は全塩化物イオン量試験，図5.2はカナダ
法による ASR残存膨張量試験結果を示す。 
 採取コアの試験結果より全塩化物イオン量
で最大約 2.0kg/m3，中性化試験で約 10mm程度
中性化していることがわかった。鉄筋について
は，公称径 22mmの異型鉄筋が使用されており，
かぶり厚さは約 50mm であった。ASR ゲルに
ついては，SEM-EDS 分析により堆積岩系骨材
と推定されるアルカリ－カルシウム－シリカ
型[1] ゲルが確認された。 
 
    
写真5.2 鋼材状況 
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図5.1 全塩化物イオン量 
写真5.1 施工予定箇所外観 
施工箇所 
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 カナダ法 ASR残存膨張試験では，ASTM C 1260-94[2]の方法の判定基準によると材齢 14日
で判定しているが，本測定では 0.2％以上であり潜在的に有害な膨張量であった。 
 
5.2.2 通電処理 
 施工箇所の壁コンクリート部分のひび割れ部分をシール後，陽極材にチタンメッシュ，陰
極をコンクリート中の鉄筋として直流電流を供給した。電流密度はコンクリート表面積に対
して 2.0A/m2，通電温度は電解液タンクに投げ込みヒーターを入れて 40℃設定とした。通電
期間は脱塩工法の標準的通電期間は一般に 8 週間としているが，本実験では，試験場所を借
用している関係で 4週間とした。通電は図 5.3に示すように電解液を循環する方式を採用し
た。施工は，高さ 1.6m，幅 1.25mの 2m2とした。通電処理の電解液として表5.1に示す 3種
類とした。電解液の選定では，第 4 章において Li 系電解液に関する通電効果の検討を行い，
コンクリート中への Li＋の浸透量と浸透深さが顕著に促進され，通電後の膨張抑制効果の高
い LiNO3溶液，リチウム塩組合わせに関する検討を行い通電中の電解液の pH 保持性のよい
LiNO3＋LiOH溶液，Li2CO3に pH保持性を向上させるために H3BO3添加溶液を使用した。 
写真5.3 中性化試験 
0.0
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張
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図5.2 カナダ法による残存膨張量 
写真5.4 ASRゲル生成確認試験 
(a) コア内の白色物状況 (b) SEMによる白色物観察 
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表5.1 電解液溶液一覧 
溶質名・濃度(wt%) 電解液混合割合 Li濃度(mol/L) 
LiNO3 30％＋LiOH 21％(5N) 6:4 4.6 
Li2CO3 1.5％(H3BO3 0.6％添加) － 0.4 
LiNO3 30％ － 3.0 
 
 
 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.3 通電システム イメージ図 
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(a) クラックシール後状況 (b) 調整下保水材設置状況 
(c) 下保水材設置状況 (d) メッシュ，上保水材設置状況 
(e) ポリカダンプラ押え設置状況 (ｆ) 吸水制御器設置状況 
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 図 5.3に通電システムのイメージ図を示す。ポリエチレン製タンクに電解液を調整し，耐
薬品性の水中ポンプを使用して通電箇所上部まで電解液を上昇させ，散水ホースより電解液
を保水材マットへ噴霧させ下部まで落ちてきた電解液をポリエチレン製の配管に回収して電
解液タンクに戻し，ポンプにより電解液を循環させて使用する方法である。 
 写真 5.5は通電システム組み立て状況を示す。（a）では通電処理において短絡防止のため
断面修復材等でひび割れ部や剝落部を補修する。（b），（c）では通電面のコンクリートと電解
液を保持させるためにマットを設置させる。（d）で陽極材のチタンメッシュを設置しさらに
マットを重ねて設置する。（e）電解液が蒸発して減少防止，電解液の保温性向上のため透明
ポリエチレン製の板，マットで通電箇所を保持する。（f）では電解液に水中ポンプを使用し
て循環させるためにポンプを 1時間あたり 15分ポンプ作動させるようにタイマーにて作動さ
せる。（h）直流電源にて通電を行う。 
 
5.2.3 各種試験 
 通電効果を確認するため，通電前後に各々施工箇所よりコンクリートコア φ50mm程度を採
取し各種イオン（Cl－，Na＋，Li＋）濃度分布を調べた。各種イオン濃度分布分析時のコンク
リートはコア表面より 20mmごとの円盤に切断し，150μm以下に微粉砕し分析試料とした。 
Cl－濃度は，JIS A 1154に準拠した電位差滴定法により測定し，その他の陽イオン濃度につい
ては，硝酸抽出により前処理した試料に対して原子吸光光度計を使用して定量した。残存膨
張量試験は，ASTM C 1260-94（カナダ法）に準拠し 1mol/L NaOH溶液 80℃に浸漬し基長
幅 100mmで測定した。鉄筋腐食評価指標として，コンクリート中の鉄筋自然電位の測定は土
木学会規準 JSCE-E601-2007 のコンクリート構造物における自然電位測定方法に従い飽和
Ag/AgCl電極を用いて測定を行った。 
 
写真5.5 通電システム組み立て状況 
(g) 通電システム設置完了状況 (h) 通電状況 
99 
 
5.3 通電効果に関する検討 
5.3.1 コンクリートの外観 
 通電前，通電直後，通電後 6ｹ月経過後の通電箇所の壁コンクリートの外観を写真5.6から
写真5.8に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
LiNO3＋LiOH Li2CO3＋H3BO3 LiNO3 
写真5.6 通電前のコンクリート外観 
LiNO3 LiNO3＋LiOH Li2CO3＋H3BO3 
写真5.7 通電後のコンクリート外観 
LiNO3＋LiOH Li2CO3＋H3BO3 LiNO3 
写真5.8 通電後6ｹ月経過後のコンクリート外観 
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 写真5.6は，通電前の壁コンクリートのひび割れ箇所をモルタルでシールした状況を示す。
写真 5.7は，通電後コンクリートコア採取後のコンクリート外観状況を示す。電解液 LiNO3
＋LiOH，電解液 Li2CO3に H3BO3添加では電解液中の試薬が再結晶して壁コンクリートの一
部に白色物が付着している。一方，電解液 LiNO3は第 4章 4.4.6で報告したように電極反応に
より発生した H＋と LiNO3の NO3－との反応により HNO3が生成し，電解液 pH が低下して壁
コンクリートが部分的に茶褐色に変色した。写真5.8は通電後 6ｹ月経過後の壁コンクリート
外観状況を示す。6ｹ月間経過しても外観には変状や茶褐色の進展は見られなかった。 
 
5.3.2 コンクリート中のイオン分析 
 図 5.4から図 5.6は，通電前後での全塩化物イオン量，図 5.7は，通電後の Li＋含有量，
図5.8は，通電後の Li/Naモル比を示す。 
 
 
 
図5.4 通電前後の全塩化物イオン量 
（電解液；LiNO3＋LiOH） 
図5.5 通電前後の全塩化物イオン量 
（電解液；Li2CO3にH3BO3添加） 
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図5.6 通電前後の全塩化物イオン量 
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 図 5.4から図 5.6より通電によって全ての通電箇所の電解液で全塩化物イオン量が減少し
ていることがわかった。鉄筋近傍の脱塩率[3]を式（5.1）により算出し比較すると電解液
Li2CO3に H3BO3添加，LiNO3では 40％程度に対して LiNO3＋LiOHは 33％程度と低かった。
これは，LiNO3＋LiOH では電解液の pH 保持性を良くするために強電解質である LiOH を組
合わせたことにより第 4 章 4.4.1 で述べたように OH－の輸率が大きくなったことにより脱塩
率が低下した可能性が考えられる。 
 
  脱塩率（％）＝通電により除去された塩分量/通電前の塩分量×100   （5.1） 
      但し，通電により除去された塩分量＝通電前の塩分量－通電後の塩分量 
 
 図 5.7より本実験で使用している全ての電解液において鉄筋位置 50mm 付近まで Li＋が浸
透していることがわかった。図5.8に示されるように，芦田ら[4]や高倉ら[5]の検討より ASR
膨張抑制は様々な要因による影響を受けるが，Li/Naモル比が 1.0前後であれば膨張抑制効果
が得られる可能性が高いと考えられている。本実験では，電解液 LiNO3，電解液 Li2CO3 に
H3BO3添加において Li/Naモル比は，コンクリート表面から 40mm付近まで ASR膨張抑制効
果の目安である 1.0を越えていることがわかった。 
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図5.7 通電後のLi＋濃度分布 図5.8 通電後のLi/Naモル比 
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5.3.3 コンクリート残存膨張率の経時変化 
 通電前後での残存膨張率の経時変化を図 5.9に示す。これは，壁コンクリートより通電前
後に各々の施工箇所より φ50mm の採取したコアについて行った。試験方法は，ASTM C 
1260-94（カナダ法）に準拠し，水酸化ナトリム溶液（NaOH），濃度 1mol/L 80℃環境に浸漬
して所定の材齢にて膨張率の測定を行った。通電前の膨張率は，試験期間 294 日間経過した
時点で 0.9～1.1％の膨張率を示している。 
 一方，通電後の膨張率は，試験期間 261 日時点で電解液の種類に関係なく通電処理を行っ
た場合，通電前の膨張率よりも低い値を示しており膨張は抑制できていると考えられる。3
種類の電解液の中で図 5.7に示されるように通電後の Li＋の浸透が一番大きい LiNO3で通電
を行った場合，一番膨張が抑制できている。次いで LiNO3＋LiOH，Li2CO3に H3BO3添加の順
であった。膨張抑制率は，LiNO3電解液の通電で 44％，LiNO3＋LiOH 電解液の通電で 23％，
Li2CO3にH3BO3添加電解液の通電で 12％であった。これは，第 4章 4.4.2で示したようにLiNO3
を添加したモルタル細孔溶液中の OH－濃度は LiOHなどを添加した場合と比較して低くなる
ことが報告されており，このことが本実験での膨張抑制率結果の一因となっているものと考
えられる。 
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103 
 
 
5.3.4 鉄筋自然電位測定 
 内部鉄筋の自然電位測定は照合電極として飽和塩化銀電極（Ag/AgCl）を用いて，各壁コン
クリートに付き 50点測定した。表5.3から表5.5に通電前後および通電後 6ｹ月までの結果
を示す。なお，表5.3から表5.5の区分と判定[6]は，表5.2に示す ASTM C 876の評定基準
とし，それぞれの領域に含まれる測定点の数を百分率で表した。また，図5.10から図5.12 
 
表5.2 腐食判定基準 
 電位（ｍV vs Ag/AgCl） 腐食基準 
領域① -0.09＜自然電位 90％以上の確率で腐食は生じない 
領域② -0.24＜自然電位＜-0.09 不確定 
領域③ 自然電位＜-0.24 90％以上の確率で腐食は生じている 
 
表5.3 電解液LiNO3＋LiOHでの通電箇所の自然電位変化 
 領域① 領域② 領域③ 
通電処理前 0 82.8％ 17.1％ 
通電処理後 0 4.2％ 95.8％ 
通電処理１ｹ月後 0 87.5％ 12.5％ 
通電処理 3ｹ月後 62.5％ 37.5％ 0 
通電処理 6ｹ月後 58.3％ 41.7％ 0 
 
表5.4 電解液Li2CO3にH3BO3添加での通電箇所の自然電位変化 
 領域① 領域② 領域③ 
通電処理前 25.0％ 75.0％ 0 
通電処理後 0 2.8％ 97.2％ 
通電処理１ｹ月後 0 86.1％ 13.9％ 
通電処理 3ｹ月後 66.7％ 33.3％ 0 
通電処理 6ｹ月後 50.0％ 50.0％ 0 
 
表5.5 電解液LiNO3での通電箇所の自然電位変化 
 領域① 領域② 領域③ 
通電処理前 0 92.9％ 7.1％ 
通電処理後 0 8.2％ 89.8％ 
通電処理１ｹ月後 0 100％ 0 
通電処理 3ｹ月後 59.2％ 40.8％ 0 
通電処理 6ｹ月後 63.3％ 36.7％ 0 
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(ｍV vs AgCl) (ｍV vs AgCl) (c)通電1ｹ月後 (d)通電3ｹ月後 
(ｍV vs AgCl) (ｍV vs AgCl) (a)通電前 (b)通電後 
(ｍV vs AgCl) (e)通電6ｹ月後 
図5.10 自然電位マップ（電解液LiNO3＋LiOH通電箇所） 
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図5.11 自然電位マップ（電解液Li2CO3にH3BO3添加通電箇所） 
1.25m 
1.
6m
 
106 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)通電後 
(d)通電3ｹ月後 (c)通電1ｹ月後 
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図5.12 自然電位マップ図（電解液LiNO3通電箇所） 
1.25m 
1.
6m
 
107 
 
は通電前後および通電 6 ｹ月までの通電箇所全体の自然電位測定値をカラーマップで示す。 
表5.3から表5.5の自然電位結果より通電前の調査結果より，電解液 LiNO3＋LiOH，電解液
LiNO3の通電箇所は領域②，領域③であったが，電解液 Li2CO3に H3BO3添加の通電箇所では
領域①の 90％以上の確率で腐食なしと判定される箇所が 25％含まれている。以上より通電箇
所によりコンクリート内部の鉄筋腐食挙動が異なっていることがわかった。 
 上田らは[7]通電処理を行った供試体は，通電処理によるカソード分極の影響で，鉄筋電位
は腐食領域にあるが，その後の酸素供給による不動態被膜形成に伴い，電位は非腐食領域付
近まで貴変すると報告されている。本実験においても電解液種類によらず通電処理後の自然
電位の 9 割程度が腐食領域となっている。通電後の期間が経過するにつれて非腐食領域が増
加しており，今後も継続して測定を行う必要がある。 
 
5.3.5 電解液pHについて 
 本実験では電解液 3 種類を使用して通電試験を行った。通電前において電解液 LiNO3＋
LiOHは pHが 12，電解液 Li2CO3に H3BO3添加は pHが 10であり通電中には pHの経時変化
は殆どみられずアルカリ性を維持でき写真 5.7で示したように通電後のコンクリート表面に
は変化は認められなかった。しかし，電解液 LiNO3において通電前の pH が 9 であるが通電
後，1日程度で pHは酸性領域 1から 2に変化した。第 5章 5.3.1で述べたように通電後のコ
ンクリート表面は写真 5.7，写真 5.8で示すように茶褐色に変色した割合が多かった。これ
は，電極反応により発生した H＋と LiNO3の NO3－との反応により HNO3が生成し電解液 pH
が低下したことにより酸荒れを生じたものと考えられる。今後は，LiNO3 溶液の適切な電解
液濃度や電解液 pHを保持するための混合溶液の割合について検討を進める必要がある。 
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5.4 まとめ 
 本章で実構造物へのリチウム系電解液を用いた電気化学的補修工法の適用の検討により得
られた結果をまとめると以下のようになる。 
 
（1）電解液循環方式の通電システムにより実構造物の壁コンクリートを使用して 2m2の面積
に対して通電期間 28 日間，電解液温度 40℃，電流密度 2A/m2の条件で通電施工が可能であ
ることを確認した。電解液 pHは，30％LiNO3＋21％LiOH，1.5％Li2CO3に 0.6％H3BO3添加で
アルカリ性を保持でき通電後のコンクリート表面に変化が認められなかった。LiNO3 30％の
電解液を使用して通電した場合，通電後 1日程度で pHは酸性領域に変化し，通電後のコンク
リート表面は茶褐色に変色し酸荒れ箇所が確認された。 
 
（2）通電処理により全ての電解液で脱塩されていることがわかった。鉄筋近傍の脱塩率は，
LiNO3，Li2CO3に H3BO3添加でほぼ同等であり次いで LiNO3＋LiOH の順であった。Li＋は，
全ての電解液で鉄筋位置 50mm 付近まで浸透しており，膨張抑制率は，LiNO3電解液による
通電で 44％，LiNO3＋LiOH電解液による通電で 23％，Li2CO3に H3BO3添加電解液通電で 12％
であった。 
鉄筋の自然電位結果より，全ての電解液で通電後の期間が経過するに従い非腐食領域が増加
していた。 
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第6章 塩害とASRの複合劣化機構を考慮した電気化学的補修工法の設計手法の提案 
6.1 はじめに 
 第 3章において塩害と ASRの複合劣化機構の検討を行いアルカリ供給形態，環境温度によ
り劣化機構が異なることがわかった。また，第 4章において塩害と ASRの複合劣化補修工法
としての電気化学的補修工法の適用検討を行い効果的な電解液種類，通電条件等が確認され
た。電気化学的補修工法を適用するためには，劣化機構を考慮した通電設計を行わなければ
ならない。そこで本章では，第 3章，第 4章で得られた結果に基づき塩害と ASRの複合劣化
機構を考慮した電気化学的補修工法の設計手法を提案する。 
 
6.2 実構造物の複合劣化メカニズムの推定 
 本項では①日本海側海洋環境，②温暖な海洋環境（沖縄など），③凍結防止剤散布環境の 3
つに分類し，それぞれの環境条件における反応性骨材を含有する RC 構造物の複合劣化メカ
ニズムを第 3章の実験結果に基づいて推定する。 
6.2.1 環境条件 
 日本海側海洋環境として新潟，温暖な海洋環境として那覇，凍結防止剤散布環境として盛
岡を例にとり月平均気温の推移を図6.1，月平均湿度の推移を図6.2，月平均風速の推移を図
6.3に示す。また，新潟の月別飛来塩分量を図6.4，沖縄の辺之喜地点における飛来塩分量を
図6.5，東北地方の凍結防止剤散布量を図6.6に示す。 
 図6.1から図6.3より新潟は，月平均気温が 13.9℃，月平均気温差が 24℃であり，冬季間
の平均風速が盛岡と比較して 1m 程度大きい。沖縄は，月平均気温 23.1℃，月平均気温差は
12℃であるが，新潟の気温差と比較すると 1/2 程度であり，月気温差が小さく，月平均気温
において約 10℃高いことより比較的気温差のない温暖な地域である。また，沖縄は，日本唯
一の亜熱帯海洋性気候に属するため年間を通して高温多湿な環境であり，特に 3 月から 6 月
頃の湿度が他の 2地域より高く，月平均風速は，1年間を通して 5m/s程度であり他の 2地域
より 1 から 2m程度大きい。盛岡は月平均気温 10.2℃，月平均気温が-2℃から 23℃の範囲で
25℃の差があり，新潟同様に気温差が大きく，0℃以下は 2ｹ月間あり，3地域の中で一番平 
 
    図6.1 月平均気温の推移［1］      図6.2 月相対湿度の推移［1］ 
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    図6.3 月平均風速の推移［1］    図6.4 新潟沿岸の月別飛来塩分量［2］ 
 
  
図6.5 沖縄の辺野喜地点における飛来塩分量［3］ 
 
均気温が低い。 
 図6.4，図6.5より 11月から 3月までの 
冬季間に飛来塩分量が多い。しかし，沖縄 
では，台風の影響がある 8月から 10月頃に 
一番多く，新潟の最大飛来塩分量を上回っ 
ている。図6.6より東北地方で最大約 80000 
トンの使用があり，そのうち岩手県（盛岡） 
では約 25％使用されている。 
 各環境条件における鋼材位置の Cl－濃度， 
鋼材腐食量，コンクリート膨張率の三要因の 
経時変化の概念図を図6.7に示す。図6.7に 
基づき，各環境条件の劣化メカニズムを以下 
の(a)～(c)に示す。 
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図6.6 東北地方における凍結防止剤 
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図6.7 各環境条件のおける鋼材位置のCl－濃度，鋼材腐食量，コンクリート膨張率の 
     三要因の経時変化概念図 
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6.2.2 各環境条件における劣化メカニズム 
(a) NaClの浸透 
 日本海側海洋環境では，6.2.1 で示したように冬季間に飛来塩分量が多いが Na＋，Cl－の浸
透量が小さい。夏季に入り気温が上がると，Na＋，Cl－の浸透量も多くなり秋季，冬季に入り
気温が低下してくると Na＋，Cl－の浸透量も停滞することが考えられる。 
 温暖な海洋環境では，6.2.1で示したように年間を通して高温な環境であり，比較的気温差
のないことより年間を通して Na＋，Cl－の浸透量が多く，浸透速度も速いことが考えられる。      
 凍結防止剤散布環境では，冬季に散布するため Na＋，Cl－の浸透が小さいが，夏季になると
気温の上昇に伴い冬季にコンクリート内に蓄積された Na＋，Cl－がコンクリート内部へ浸透し
ていくことが考えられる。 
(b) ASRの進行とコンクリートの膨張 
 日本海側海洋環境では，春季は冬季間の飛来塩分からの Na＋，Cl－の浸透量が小さく，ASR
も進行しないと考える。少し気温が上がり，表面付近に浸透していた Na＋と反応性骨材が反
応し，コンクリート表面付近で ASRゲルが生成され，ASRが進行すると考えられる。夏季に
入り気温がさらに上がると ASRが促進され，ASRゲルにより吸水膨張することで膨張量が大
きくなったり，ASRゲルの生成量が多くなることよりコンクリート表面付近にひび割れが生
じることが考えられる。また，温度が高いとイオンの浸透量が大きくなるが，生成された ASR
ゲルによって表層付近の空隙が充填されることが考えられる。秋季に入り，気温が低くなる
と ASR 反応は落ち着いていき，冬季に入り，さらに気温が下がると ASR は完全に停滞する
と考えられる。そして，1年が経ち再度春季になり，気温が上がると ASRが再度促進してい
く。 
 温暖な海洋環境では，年間を通して高温な環境であり，比較的気温差のないことより年間
を通して Na＋，Cl－の浸透量が多く ASRによる膨張開始も早く，年間を通して ASRによる劣
化が進行し，劣化進行速度としては，他の地域と比較すると速くなることが考えられる。 
 凍結防止剤散布環境では，冬季の凍結防止剤の散布において Na＋，Cl－が少しずつ浸透して
いくが，気温が低いことから ASRはなかなか進行しないと考えられる。夏季になると，温度
の上昇に伴い前述したように日本海側海洋環境と同様な劣化機構が考えられる。ASRのひび
割れが生じる前のコンクリート表面付近のASRゲルによって表層付近の空隙が充填すること
によって劣化進行が少し遅れる可能性が考えられる。 
 
(c) 鋼材腐食の発生と腐食進行 
 日本海側海洋環境では，ある地点で ASR 膨張によるひび割れが生じると，Na＋，Cl－の浸
透や水分供給が多くなり，ASRは促進され，塩害による鉄筋腐食も進行すると考えられるが，
気温の高い夏季においてはASRゲルの生成による保護効果により鋼材腐食が抑制することが
考えられる。 
 温暖な海洋環境では，Cl－が鉄筋位置にまで浸透していれば高温多湿環境であるため腐食は
急速に進行することが考えられ，鋼材の腐食速度は他の 2 地域より速く，日本海側沿岸部の
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約 5 倍，太平洋側沿岸部の約 10 倍[5]とも報告されている。しかし，ASR ゲルの生成による
保護効果により鋼材腐食が抑制され他の 2 地域より腐食減量率が少なくなることが考えられ
る。 
 凍結防止剤散布環境では，夏季において ASRによるひび割れが生じたコンクリートが再び
冬季になると，散布された NaClによってひび割れから Na＋，Cl－が浸透し再び夏季になると，
コンクリート中の Cl－濃度が鉄筋腐食限界濃度を越え，鉄筋腐食が促進されることが考えら
れる。ASR が進行し，鉄筋付近までひび割れが進行すると，さらに多量の Na＋，Cl－が浸透
することで，鉄筋腐食に大きな影響を与えると考えられ，多量の Na＋や Cl－が浸透した場合
においても，ASRゲルの生成による保護効果により鋼材腐食が抑制されることが考えられる。 
 
6.3 複合劣化機構を考慮した対策の選定 
 本項では，日本海側海洋環境，温暖な海洋環境（沖縄など），凍結防止剤散布環境の 3つの
環境条件に対してどのタイミングでどのような補修工法が有効であるかを第 4 章の検討結果
に基づいて提案する。電気化学的補修の電解液一覧を表6.1，電気学的補修適用条件を表6.2
に示す。環境条件による補修時期と工法について図 6.8，図 6.8より，採取コアを温度 50℃
の飽和 NaCl溶液中に 3ｹ月間浸漬（デンマーク法）させ，残存膨張量 0.1％を判断基準として
補修フローに従い工法を選択する。 
 
表6.1 電気化学的補修工法の電解液一覧 
 
 
 
工法 溶質名・濃度（wt%）・混合割合 Li＋濃度
(mol/L)
特徴
電気化学的補修A 4.2％LiOH＋2.1％H3BO3 0.7 現行の脱塩工
法で使用
電気化学的補修B 1.5％Li2CO3（0.6％H3BO3添加） 0.4 浸透性の高い
分子溶液
電気化学的補修C 20％LiNO3+14％LiOH
（6：4）
3.1 高濃度Li＋浸透
期待
電気化学的補修D 30％LiNO3+21％LiOH
（6：4）
4.6 高濃度Li＋浸透
期待
補修A：従来の脱塩工法で使用されておりCl－低減にメリットがある。
補修B：特にひび割れを有しているような場合に電気浸透の作用でコンクリート内部まで
Liを供給できる工法で，比較的安価でありメリットもある。
補修C：比較的高濃度のLiNO3を用いてひび割れが入っていない場合でも，電気泳動によ
るLiの浸透が期待できる工法。14%LiOHは，LiNO3濃度が30から20%に低くなった
割合でLiOH濃度低下させる。
補修D：最も高濃度とした場合のLiNO3を使っており，ASR進行速度が速いと思われる環境
や，より高濃度のLi浸透が必要な場合に使われる。この工法は最も高価になると
思われる。21％LiOHは規定度で表すと5Nである。
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表6.2 電気化学的補修の適用条件 
 
 
 
図6.8 環境条件による補修工法と時期 
 
6.3.1 残存膨張率0.1％未満の場合 
 図6.8より残存膨張率 0.1％未満の場合には，塩害に対する対策を優先して適用することを
提案する。対象構造物の目視判断により腐食ひび割れの有無を確認し補修工法を選択する。 
腐食ひび割れが無い場合には，予防保全の観点から劣化因子の遮断として表面処理を行うこ
とにより表面からの Cl－，O2など，ひび割れ注入を行うことにより H2O，O2などの腐食性物
質浸入防止と劣化速度の抑制として電気防食を提案する。腐食ひび割れのある場合には，劣
化因子の除去として断面修復により Cl－を含むコンクリートの除去と修復，電気化学的補修
電流密度 2A/m2
通電温度（電解液温度） 40℃
通電期間 8週間
施工時期 温暖地域 春，夏，秋
日本海側，凍結
防止剤散布環境
夏
検討対象RC構造物コア採取
残存膨張量測定
（デンマーク法）
残存膨張量
0.1％以上
yes
No
腐食ひび割れ
あり
yes
○表面処理
○電気防食
（ひび割れ注入）
○断面修復
○電気化学的
補修A（従来型）
LiOH＋H3BO3
表面処理
（シラン系）
No
温暖な海洋環境 日本海側海洋環境 凍結防止剤散布環境
ひび割れ
あり
No yes
○電気化学
的補修D
LiNO3(30%)
＋LiOH(高)
ひび割れ
あり
No yes
○電気化学
的補修C
LiNO3(20%)
＋LiOH(低)
ひび割れ
あり
○電気化学
的補修B
Li2CO3＋
H3BO3
○表面
処理
○電気
防食
○電気化学
的補修C
LiNO3(20%)
＋LiOH(低)
○電気化学
的補修B
Li2CO3＋
H3BO3
No yes
表面処理（シラン系）表面処理（シラン系）
環境条件
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により従来型の脱塩工法による電気化学的補修Aの LiOH＋H3BO3電解液を使用してCl－の低
減のいずれかを行い，その後，表面処理としてシラン系表面含浸材を塗布することにより，
塩害対策として H2Oや Cl－などの劣化因子の浸入を抑制する工法を提案する。通電を行う場
合，電流密度 1A/m2，通電期間 8週間を標準とする。 
 
6.3.2 残存膨張率0.1%以上の場合 
 残存膨張率 0.1％以上の場合には，ASRに対する対策を優先して適用することを提案する。
温暖な海洋環境，日本海側海洋環境，凍結防止剤散布環境の環境条件の違いにより対象構造
物の残存膨張率，Cl－濃度の違い等が考えられることより補修工法，特に電気化学的補修の場
合は，構造物のひび割れの有無により電解液の浸透効率の違いが考えられるため，適切な電
解液の選択をする必要がある。 
 温暖な海洋環境の場合，残存膨張率，Cl－濃度が大きいことが考えられることより第 4章の
リチウム塩の組み合わせによる検討により電気化学的補修効果の大きい LiNO3＋LiOH の混
合液の使用した通電による補修を提案する。また，構造物にひび割れの有無により Li＋の浸
透の違いが見られることより，ひび割れの有る場合には，Li＋の浸透効率が高いと考えられる
ため LiNO3，LiOH 濃度を下げる電気化学的補修 C の LiNO3（20％）＋LiOH（低）電解液，
ひび割れの無い場合には，Li＋の浸透効率を高めるために電気化学的補修 Dの LiNO3（30％）
＋LiOH（高）電解液を提案する。電解液に混合する LiOH 濃度は，通電中の pH 保持性を目
的に LiNO3濃度の違いにより変更している。 
 日本海側海洋環境の場合，温暖地域と比較して残存膨張率，Cl－濃度が小さいことが考えら
れる。構造物にひび割れのある場合には，第 4 章の電解液種類の検討結果より LiNO3の次に
膨張抑制効果，鉄筋防食効果が大きい電気化学的補修 Bの Li2CO3＋H3BO3電解液，ひび割れ
の無い場合には，Li2CO3より Li＋の浸透効率を高めるために電気化学的補修Cの LiNO3（20％）
＋LiOH（低）の電解液を使用した電気化学的補修を提案する。 
 凍結防止剤散布環境の場合，日本海側海洋環境より月平均気温が低いことが考えられるた
め残存膨張率，Cl－濃度においても小さいことが考えられる。そのため，構造物にひび割れの
ある場合には，日本海側海洋環境と同様に電気化学的補修 Bの Li2CO3＋H3BO3を電解液とし
て電気化学的補修，ひび割れの無い場合には，劣化因子の遮断として表面処理を行うことに
より表面からの凍結防止剤，O2など腐食性物質浸入防止対策を行い，また，劣化速度の抑制
を目的として電気防食を提案する。 
 いずれの環境条件において，電気化学的補修後には表面処理としてシラン系表面含浸材を
塗布することにより，塩害対策として H2Oや Cl－などの劣化因子の浸入を抑制，ASR対策と
してコンクリート内部の水分を逸散させる工法を行い，通電条件は，電流密度 2A/m2，通電
温度（電解液温度）40℃，通電期間 8 週間を提案する。通電時期は，通電効率を高めるため
に気温の高い時期が好ましいと考える。例えば，温暖な地域の場合には，春・夏・秋のいず
れの施工，日本海側，凍結防止剤散布環境の場合には，夏の施工を推奨するが，推奨時期に
施工できない場合は，施工箇所を電気ヒーター等で保温すると効果的と考えられる。 
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第7章 結論 
本論文により得られた結論を以下に示す。 
(1)  反応性骨材を使用した内在アルカリ供試体（初期含有 R2O 量；NaCl で 10kg/m3）は，
塩水浸漬供試体（NaCl 濃度 10％）よりも早期に膨張が開始し，20℃あるいは 30℃保管の場
合に比べて 40℃保管の場合がコンクリートの膨張開始が早く，最終膨張率も大きくなった。 
 
(2)  反応性骨材を使用した塩水浸漬供試体は，20℃で浸漬を行うと膨張は生じなかったが，
40℃で浸漬を行った供試体は約 200 日，30℃で浸漬を行った供試体は約 600 日からひび割れ
を伴う膨張が生じており，塩水浸漬 1100日後の膨張率も環境温度が高いほど大きくなった。 
 
(3)  塩水浸漬 1100 日後における普通コンクリートの外観は塩害特有の軸に沿ったひび割れ
のみが見られたが，反応性骨材を用いた供試体外観は 40℃環境で ASR特有の亀甲状のひび割
れが見られ，30℃環境で軸方向のひび割れと亀甲状のひび割れが生じ，20℃環境でひび割れ
が確認されなかった。また，普通コンクリートでは錆汁の滲出が見られたが，反応性骨材を
用いた場合では確認されなかった。 
 
(4)   Cl－の浸透は普通コンクリートより，反応性骨材を用いたコンクリートの方が抑制され
ていた。また，Cl－の拡散係数を算出すると普通コンクリートは高温保管ほど大きくなるのに
対し，反応性骨材を用いたコンクリートは高温保管ほど小さくなることがわかった。 
 
(5)   塩水浸漬 175日後(ASRによるひび割れ前)において，30℃，40℃保管の場合に，反応性
骨材を用いたコンクリート中の鉄筋位置 Cl－ 濃度は普通骨材を用いた場合より小さかった。
塩水浸漬 1100日後(ASRによるひび割れ後)において，普通コンクリートは，塩水浸漬温度が
高いほど鉄筋位置の Cl－濃度が高くなったが，反応性骨材を用いた場合は，ASR ひび割れに
よって多量の Cl－がコンクリート深部まで浸透した。 
 
(6)   鉄筋は，反応性骨材を用いた内在アルカリ供試体中の鉄筋は，40℃保管の場合が最も腐
食していなかったが，普通コンクリートは，環境温度の違いはほとんどなかった。また，反
応性骨材を使用した塩水浸漬供試体の場合，40℃保管の場合が最も腐食していなかったが，
普通コンクリートは，環境温度が高いほど腐食していた。 
 
(7)  ASR により腐食量は温暖ほど小さく，膨張ひび割れは温暖時，腐食ひび割れより早く
発生した。 
 
(8) 本実験で採用した各種電解液の中で通電後の膨張抑制効果は 30％LiNO₃溶液が高く，次
いで 1.2％飽和 Li2CO3溶液が効果的だった。電解液温度を 40℃とした 30％LiNO₃溶液は Li＋
の浸透量と浸透深さが最も大きく，通電によるコンクリート膨張抑制効果も最も大きくなっ
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た。 
 
(9) 30％LiNO3溶液を電解液として 30，40℃通電した供試体の鉄筋近傍には粒子径の細かい
白色物が点在しており，40℃通電供試体の白色物中からは Liが検出された。 
 
(10)  30％LiNO3溶液を電解液として通電した場合，電解液 pHが低下したことにより，コン
クリート面は茶褐色に変色し，ペースト部分が溶解した。その対策として，30％LiNO3＋21％
（5N）LiOHを 6:4に組み合わせた電解液により通電したところ，pH低下を防止でき，コン
クリート表面の酸荒れも見られなかった。 
 
(11)  内在アルカリにより塩害と ASR の複合劣化が生じた供試体に対して，50%LiNO₃溶液
を用い，1日 8時間だけ電解溶液を 40℃として通電したところ，ASR膨張によりひび割れが
生じている 30℃，40℃の場合，通電に伴う Cl－や Li＋の移動が抑制され，Na＋や K＋の移動が
促進される傾向を示した。通電前のコンクリ－ト膨張率の大きさに関わらず，通電後の膨張
促進は認められず，通電による防食効果も確認されたが，コンクリート表面に酸荒れが見ら
れた。 
 
(12)  塩水浸漬により塩害と ASRの複合劣化が生じた供試体に対して，50%LiNO3＋5%LiOH
を 95：5の混合溶液を用いて通電した結果，通電 4週で pHの低下が見られたので電解液の交
換を行った。通電処理後の膨張増進は見られなかったが，20℃および 30℃供試体において通
電中に 0.1%程度の膨張促進が見られた。 
 
(13)  内在アルカリ，塩水浸漬により塩害と ASR の複合劣化が生じた供試体の通電後の供試
体からはつり出した鉄筋を観察した結果，通電前と比較して腐食の進行は認められず，むし
ろ還元反応により錆が除去されていた。 
 
(14) 電解液を水中ポンプにより循環し，保水材を保持させながら通電システムにより実構造
物の壁コンクリートを使用して 2m2の面積に対して通電期間 28 日間，電解液温度 40℃，電
流密度 2A/m2の条件で通電施工を行ったところ，通電処理により Li＋浸透による膨張抑制効
果，脱塩効果，鉄筋防食効果が得られた。 
 
(15) 日本海側海洋環境，温暖海洋環境，凍結防止剤散布環境の三つに分類し，塩害と ASR
の複合劣化メカニズムの推定，温度環境の異なる複合劣化状態を考慮した補修工法選定シス
テムを提案した。 
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 今後への課題と期待として，本実験で使用した Li 塩電解液は，価格の面で高い。そこで，
経済性の面からあらゆる劣化構造物に対して使用するかは検討する必要がある。また，Li 塩
による電気化学的補修工法は，構造物のひび割れの少ない初期段階では Li＋を浸透させるこ
とは難しいと考えられる。また，ひび割れがひどくなった ASR進行の終了に近い時期におけ
る Li＋浸透の適用はあまり意味がない。そこで，Li＋をコンクリート中に浸透させやすいひび
割れ程度という点で最適な時期があると考えられる。 
 工法の選定には，当初想定した構造物のシナリオを考慮することが望ましい。例えば，単
価が安いが補修効果の持続期間が短い補修工法を供用期間中に複数回繰り返すか，あるいは
単価は高いが補修効果の持続期間が長い補修工法を供用期間中に１～２回行うのみとするか，
以上のような比較検討も必要である。このような将来的なシナリオを明確にするためには工
法適用後の経済的な性能低下を定量化する必要があるが，現状では厳格な評価は困難である。
しかし，少なくともイニシャルコストが一番安い工法が必ずしも最適な工法ではないという
観点を持っておくことが重要である。 
 また，通電中に電解液 pH が酸性に低下する問題に対して，Li 塩を組合わせた検討を行っ
てきたが，現在の最適な電解液を提案しているが，今後，Li 塩電解液の種類，適切な濃度，
pH保持させるための混合物質，濃度について更なる検討が必要と考えられる。 
 山本[1]らは，電気化学的補修工法の環境負荷評価を行っている。その結果，従来工法であ
る断面修復工法と CO2排出量について比較を行ったところ約 30％低減できる。また，電気化
学的補修工法後に表面被覆処理を行った場合には約 38年間再補修が必要ないため，さらに環
境負荷が低減され供用年数 50 年の時点で比較すると断面修復の場合より約 72％環境負荷が
低減されると報告している。今後は，塩害と ASRの複合劣化構造物に対して電気化学的補修
工法は，環境にやさしく，ライフサイクルコストを加味した経済性，構造物の性能の信頼性
向上した補修工法に発展していくことが望まれる。 
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